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学校の今に寄り添い、教育委員会とともに未来を描く
［ビューネクスト］教育委員会版



※中央教育審議会 教育課程企画特別部会「論点整理」（2025 年９月）を基に編集部で作成。

主体的・対話的で
深い学びの実装深い学びの実装

（Excellence）

1

現行の学習指導要領が目指
している、「主体的・対話
的で深い学び」の視点から
の授業改善を通じた資質・
能力の育成について、一層
の具現化・深化を図る。

多様性の包摂
（Equity）

2

多様性を個人及び社会の力
に変える観点から、一人ひ
とりの意欲が高まり、可能
性が開花し、個性が輝く教
育の実現を目指す。

実現可能性の確保
（Feasibility）

3

デジタル学習基盤のさらなる充実、教科
書や教材と指導書の改善、必要な設備の
整備、総合的な勤務環境整備とも相まっ
て審議全体に通底させるべき方向性。

シリーズ 次期学習指導要領を見据えた学校支援❶

資質・能力の構造化で見えてくる、 

授業改善支援の
あり方

　前号の 2025 年度 Vol.3 の特集「次期学習指導要領 教委は『論点整理』をどう読み解くべきか」に対して、全国の教育委員
会の皆様から 「2030 年度を待たずに、今から学校現場に伴走して実践を進めていきたい」といった声を数多くいただきました。
一方で、「どのような授業を行えばよいのか、実践例を知りたい」といった声もいただいています。そこで 2026 年度の弊誌の特
集は、次期学習指導要領を見据えた学校支援についてシリーズで展開してまいります。シリーズ１回目となる今号は、「論点整理」
で示された３つの方向性のうち、「主体的・対話的で深い学びの実装」に焦点をあてます（図）。その構成は以下の通りです。
　まず、中央教育審議会の委員の１人である京都大学の石井英

てるまさ

真教授が、「学力の３層構造」を基に、「知識及び技能に関する統
合的な理解」と「思考力、判断力、表現力等の総合的な発揮」の本質を解説します。「答えまでの距離が長い大きな問い」の設定や、
教育委員会が学校現場から学ぶ重要性を提言いただきました。続く事例１では、「“『問い』を発する子ども” の育成」を長年推進
している秋田県教育委員会を取り上げ、文部科学省「全国学力・学習状況調査」で全国上位の記述力を支える「秋田の探究型授業」
が継続している秘

ひ

訣
けつ

に迫りました。事例２では、最適解・納得解の追究を軸にした授業で、様々な知識・技能が統合された概念
的理解を目指す、福島県・福島大学附属小学校の国語と体育の授業を紹介しています。事例３では、先駆的な挑戦を続ける愛知県・
私立瀬戸 S

ソ ラ ン

OLAN 学園初等中等部を取り上げ、目指す資質・能力を学びの段階などから整理した、同校独自の「５つの学習様式」
や、探究学習を軸にしたカリキュラムで子どもの学ぶ意欲を引き出し、習得と活用の往還を促す様子を紹介しています。
　本特集でお伝えしている資質・能力の構造化に向けたアプローチが、各教育委員会における 2030 年度に向けた授業改善支
援のヒントになれば幸いです。

 編集部　小中領域担当責任者　齋藤輝之

特 集

2025 年度 Vol.3 の特集
「次期学習指導要領 教
委は『論点整理』をどう
読み解くべきか」の記事
は、下の２次元コードか
らアクセスしてください。

図　次期学習指導要領の改訂論議を貫く３つの方向性
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https://view-next.benesse.jp/view/bkn-board/article34901/
https://view-next.benesse.jp/view/bkn-board/article34901/


　現在、中央教育審議会で議論されて
いる次期学習指導要領では、各教科等
の目標・内容が「知識及び技能に関す
る統合的な理解」と「思考力、判断力、
表現力等の総合的な発揮」を基に、一
層の構造化が図られる見通しです。新
たな方向性が示されたように思えます
が、その目的は現行の学習指導要領が
目指している方向性と変わりません。
すなわちそれは、授業で「主体的・対話
的で深い学び」を実現し、子どもに「生
きて働く学力」を育成することです。
　そうした目指す授業の実現に向けた
学校現場の単元計画や授業づくりを支

援しようと、次期学習指導要領では各
教科等における資質・能力の柱ごとの
深まりや、資質・能力の一体的育成を
可視化しようとしているのです。

　各教科等の目標・内容の構造化を理
解する上でまず押さえておきたいの
が、学力は「知っている・できる」「分
かる」「使える」の３層構造で捉えられ
る点です（図１❶）。ここで重要なのは、
「知っている・できる」からといって
「分かる」とは限らず、「分かる」から
といってそれを総合して「使える」と
は限らないということです。バスケッ

トボールで例えると、練習でドリブル
やシュートが上手でも（知っている・
できる）、ドリブルが試合の中で果た
す戦術的意味を理解している（分かる）
とは限らず、刻一刻と状況が変わる試
合の中でそれらを適切に組み合わせて
活躍できる（使える）とは限りません。
　一方、練習したことを試合で発揮す
る中で「ドリブルをもっと速くしなけ

技能
（個別的スキル）を

実行できる
（例：実験器具の使い方）

技能
（個別的スキル）を

実行できる
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「答えまでの距離が長い大きな問い」が
子どもの思考を活性化し、知識の統合を促す

有識者解説

いしい・てるまさ
専門は教育方法学。育成を目
指す資質・能力を構造化・モ
デル化し、それらを実現する
ためのカリキュラム、授業、
評価、教員教育について総合
的に研究している。近著に『カ

リキュラム・オーナーシップ　教育課程改革の設
計図』（教育開発研究所）、『「地味にいい学校」に学
ぶ実践のオーナーシップの育み方』（日本標準）等。

図１ 学力の３層構造、「知の構造」による授業の構造化、資質・能力等の関係図 1

※石井教授の提供資料を基に編集部で作成。

❶ 学力の３層構造 ❷ 「知の構造」による授業の構造化

次期学習指導要領の目指す
方向性は現行と変わらない

京都大学　大学院教育学研究科　教授　石井英
て る ま さ

真
次期学習指導要領では、学校現場が「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた単元計画を立てやすくなるよう、各教科
等の目標・内容が構造化されて示される見通しだ。それによって授業はどのように改善されるのか。また、教育委員会は学校
現場をどのように支援していけばよいのか。中央教育審議会の委員の１人である京都大学の石井英真教授に話を聞いた。

学力を３層で捉え、「できる」
と「使える」の往還を図る

❸ 資質・能力等
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れば」「シュート前のステップが大事」
などと、基礎の大切さに気づくことは
練習の工夫につながります。それは授
業でも同じです。現行の学習指導要領
では「使える」学力が重視され、学校
現場ではその育成に向けて「主体的・
対話的で深い学び」の視点からの授業
改善が行われてきました。そこでは、

「習得から活用」と「活用から習得」と
いう往還も必要です。ある程度できる
ようになったら、実際の文脈で活用し、
うまくいかないからこそ基礎へと立ち
返り、問題意識を持って知識を吸収し
ようとする。そして、習得した知識を
実際の文脈で活用する。その繰り返し
が生きて働く学力を育むのです。

　次に押さえたいのが、知識・技能を
構成する「内容知」と「方法知」も学力
の3層構造に対応して捉えられる点で
す。「内容知」は概念的知識の下で事
実的知識が結びつき、統合されること
で理解が深まります。例えば理科なら、
元素記号や化学式の知識が統合され、
化学変化という概念を理解できます。
一方、「方法知」は個別的スキルの複
合によって方略が巧みに遂行されるた
め、実験器具の使い方や実験ノートの
まとめ方を複合的に適用することで、
実験の計画と実行ができます。そうし
て、より高次の内容知と方法知を総合
的に活用することで、より大きな概念
である「原子論」的な世界観を理解で
きるようになり、理科の見方・考え方
が育ってくるのです。
　授業もそうした知識・技能の構造に
基づいて組み立てることができます
（Ｐ.２図１❷）。個別の知識・技能の
習得だけではなく、授業の目標をより
一般的・抽象的に「メタ化」すること
で子どもの思考の枠組みが広がり、結
果として個別の知識・技能も深まりま
す。それが「知識及び技能に関する統

合的な理解」と「思考力、判断力、表
現力等の総合的な発揮」であり、両者
は切り離すことなく一体的に実現して
いくものなのです（Ｐ.２図１❸）。

　授業の目標をメタ化することの意味
は、「答えまでの距離が長い大きな問
い」（以下、大きな問い）を設定できる
点にあります（図２）。例えば社会科
では、「近代化とは何か」という大き
な問いが考えられます。それに答え
るためには、廃藩置県や地租改正など
の個別の知識を網羅することでは不十
分で、江戸時代と比較して日本の近代
化（明治維新）の特徴を考えたり、日
本と西洋との近代化の違いを考えたり
と、学びはダイナミックなものになっ
ていきます。大きな問いを意識するこ
とで、子どもは個別の知識をつなげて
統合的に理解し、総合的に思考するこ
とができるのです。
　大きな問いは求められる知識の幅が
広く、答えにたどり着くためには、既
知の知識を整理して統合する思考が必
要とされます。モヤモヤを解消したく
て他者と話し合う場面も生じますし、
その先に納得する・分かるという実感
も持てるでしょう。そうした探究的な
学びを繰り返すうちに、子どもは「こ
れとこれは同じことを意味している
んだ（一般化）」と気づき、その結果、
１つの学びから10を洞察する力（他
の事柄へ展開する力）が育つのです。
　探究的な学びでは、分からないこと

を性急に解消しようとせず、モヤモヤ
した状態を引きずることも大切です。
問いは、好きや得意といった肯定的な
感情だけではなく、「引っかかる」「モ
ヤモヤする」といった否定的な感情か
らも生まれるからです。
　「総合的な学習の時間」などで行う
探究学習では子どもから問いが出るの
を待つとよいですが、教科学習では教
員が仕かけて、子どもの中に引っかか
りやモヤモヤ、小さな「？（はてな）」
が生まれるようにすることがポイント
です。例えば昆虫の定義を確認した後、
「ダンゴムシは虫って言うけれど、昆
虫かな？」「カブトムシは？」などと
問いかけます。子どものモヤモヤを起
点に学びを進めると「もっと知りたい」
といった意欲に基づく大きな問いが出
てくるはずです。そうしたら「何が昆
虫なのかを調べてみよう」などと探究
的な学びに発展させます。もはや子ど
もにとってその問いは、教員が出した
ものではなく、「自分の問い」となり、
子どもはより主体的に学ぶはずです。
　大きな問いに取り組むためには、１
コマ単位ではなく、単元や題材のまと
まりで授業を設計することが求められ
ます。さらに、習得と活用の往還を図
る上では、教科内だけでなく、他教科
や「総合的な学習の時間」などとの連
携も考えるとよいでしょう。

　大きな問いに誘う出発点である、小
さな「？」を子どもの中に生じさせる

社会科 算数・数学科 理科

答えまでの距離が長い
大きな問い（原理／方法論） 近代化とは何か

図形の性質を
どう一般化するか

酸化の原理とは

概念的知識
（概念／方略）

日本の近代化
（明治維新）

多角形の内角の
和の公式

燃焼、錆の発生、
老化の仕組み

個別の知識
（事実／技能）

廃藩置県、
地租改正など

五角形の内角の
和の求め方

木や鉄の燃え方

※石井教授への取材を基に編集部で作成。

「答えまでの距離が長い大きな問い」の例図２

知識・技能の構造を踏まえて
授業を組み立てる

子どもの中にモヤモヤが生まれる
問いから探究的な学びを展開

子どもから学んで
授業をつくり上げる

特集	 シリーズ  次期学習指導要領を見据えた学校支援❶
	 資質・能力の構造化で見えてくる、 授業改善支援のあり方
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ためには、教員が子どもから徹底的に
学ぶことが重要です。学校現場の先生
方は子どもが漏らす「え？」といった
声や疑問の表情をキャッチできている
でしょうか。子どもがどのようなこと
に疑問や引っかかりを覚えるのかを見
取り、それを日々の問いづくり、教材
づくりに生かしてほしいと思います。
そのためには、教員自身が日常の物事
に対して引っかかりを覚える感性を磨
き、自ら学び続けることも大切です。
　子どもの「つまずき」を徹底的に
分析することも不可欠です。例えば、
小学１年生の中には「11」を「101」
と書いてしまう子どもがいますが、そ
れは十進位取り記数法の位取りの概念
を十分に理解していないことが原因と
して考えられます。そうしたつまずき
の原因や背景を教員が正しく認識する
ことは、子どもが本質を理解できる授
業を組み立てることにつながります。
　授業づくりには、「教科の内容理解」
も欠かせません。「教科書『を』教え
るのではなく、教科書『で』教える」
とよく言われるのは、教科書を軽視す
るという意味ではありません。教科書
の内容を深く吟味した上で、目の前の
子どもに合った教材や手法を工夫する
ということです。
　例えば、教科書は基本的に見開き２
ページで授業１コマ分が構成されてい
ます。その２ページを通じて子どもに
「何を学ばせたいのか」という本質的
な目標をつかみ、その目標に到達する
上で目の前の子どもにとって最適な教
材や問いを考え、授業を組み立ててい
きます。そうした教材研究を経ること

で教科の内容理解が深まり、授業力が
向上するのです。次期学習指導要領は
デジタル化もされるため、単元間の関
係性や学年間の系統性などもより把握
しやすくなりますから、教員の授業改
善は一層進むことが期待されます。
　指導が苦手な教科があれば、教員自
身が教科書で学び直してみてはいかが
でしょうか。教科の内容理解が深まっ
たり、新たな気づきがあったりと、授
業づくりの視点が得られると思います。

　教育委員会の重要な役割は、そうし
た教員一人ひとりの学びを後押しする
ことです。子どもが盛り上がるネタを
ＳＮＳなどで検索して授業に取り入れ
る教員もいますが、一過性の盛り上が
りは、その後盛り下がるだけですし、
何を学んだのかも分からない授業にな
りがちです。そのため、教員研修では、
学習指導要領の解説や教科書を参照し
ながら、教科の本質を突く大きな問い
や単元を貫く課題を考えたり、子ども
目線で教科書を読んで引っかかりを見
いだしたりと、教員が授業づくりのツ
ボを体験的に学ぶワークもよいでしょ
う。授業づくりの要である「教科の内
容理解」と「子ども理解」にじっくり
取り組むことが重要です。指導主事に
は、教員が単元の本質をつかみ、子ど
ものつまずきを想定できるよう、とも
に考える伴走支援が求められます。
　若手教員が増えている今、学校全体
の指導力の向上を図るため、教員同士

で学び合う学校づくりの支援も欠かせ
ません。教育委員会は校長が考えてい
る学校づくりのビジョンやマネジメン
トの視点をつかみ、学校単位での取り
組みに伴走していくことが大切です。
　また、勤務校以外で主体的に学べる
「サードプレイス（第３の居場所）」を
整えることも、教員の豊かな成長につ
ながります。働き方改革に伴い、自主
研究会は縮小傾向にありますが、有志
の教員が学校を超えて学び合える場は
依然として重要です。学校外の人脈を
築くことは、教員の心理的安全性の向
上や居場所づくりにも寄与します。

　学校現場の挑戦を後押しすることも
大切です。教育委員会は先生方に「ど
のような授業をしたいか」を問いかけ、
背中を押し、現行の枠組みでどうすれ
ば目指す授業を実現できるのか、その
可能性をともに探っていくパートナー
であってほしいと思います。そうした
挑戦を教育委員会が地域に発信すれば
他校の参考になり、地域全体で挑戦す
る文化も醸成されていくでしょう。
　教育委員会は自分たちの提供する教
員研修が学校現場にどう生かされてい
るのかを見取り、教員研修のあり方を
見直すことも重要です。教員が子ども
を見取って子どもから学ぶことの相似
形として、教育委員会は学校現場から
学ぶということです。
　次期学習指導要領では、多様な子ど
もたちを包摂する柔軟な教育課程の編
成が推進されます。そうした状況を踏
まえると、教育委員会が各校の状況に
応じて学校とともに学校づくりを進め
るローカルガバナンス＊が重要になっ
ていきます。学校現場の挑戦を後押し
し、学校現場から教育委員会も学び、
その知見を再び学校現場に還元する
（図３）。その循環こそが、子どもの豊
かな学びの土台を支えていくのです。

教育委員会の学校支援のポイント図3

※石井教授への取材を基に編集部で作成。

• 授業づくりの要である「教科の内容理解」と「子ども理解」を深める場として、教員が実践
的に学べる研修を実施。

• 教員同士が学び合う学校づくりを支援する。 
• 自主研修会など、学校を超えて教員が学び合う場をつくる。 
• 指導主事は学校現場に足を運び、教員研修などがどう生かされているかを見取る。
• 教員・学校の「こういう授業を実現させたい」という思いに寄り添い、それを実現する方

法を一緒に探る。

教育委員会も学校から学び、
その知見を学校に還元する

指導主事は教員の授業づくりと
学び合う学校づくりの伴走支援を

＊　自治体だけが地域を運営するのではなく、住民やNPO、企業など、多様な主体が協働的に参画して地域課題に取り組むプロセス。
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＊１　文部科学省「全国学力・学習状況調査」の質問調査の結果。　＊２　文部科学省「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」の結果。　＊３　日本経済新聞社の 2026 年４月
17 日づけ記事。文部科学省「第４期教育振興基本計画」において、ウェルビーイングに関する指標とされた「全国学力・学習状況調査」の質問調査の９項目について、小・中
学生の回答を分析した結果に基づいている。　

　県の教育目標として「ふるさとを愛
し、社会を支える自覚と高い志にあふ
れる人づくり」を掲げる秋田県は、文
部科学省「全国学力・学習状況調査」
において、調査開始当初から全国上位
を堅持している。特に記述力が高く、
2025年度の同調査の小学校国語で
は、記述式問題の平均正答率が全国平
均を約７ポイント上回った。安田浩幸
教育長はその背景をこう説明する。
　「本県は昭和30年代に行われていた
旧全国学力テストでは結果が低迷して
いました。そうした課題を受け、教育
委員会（以下、県教委）が約30年前に
『秋田の探究型授業』（以下、探究型授業）
の実践を提唱し、今日まで継続してい
ます。探究型授業は、子どもが自ら課
題を見つけ、他者との対話を通して課
題を解決し、学びを振り返る授業で、
その本質は現行の学習指導要領が実現
を目指している『主体的・対話的で深
い学び』と重なります。主体的に学び
を深めるからこそ知識・技能が定着し、
他者と意見を交わす経験が高い記述力

につながっていると考えています」
　生活習慣調査＊１や体力テスト＊２の結
果も同県は全国上位に位置しており、
2026年４月には子どもの幸福感が全
国１位と報じられた＊３。
　「家庭の支えもあり、本県の子ども

は規則正しい生活習慣と体力を身につ
けています。加えて幸福感も高く、喜
ばしく思います。そうした心身の良好
な状態が日々の確かな学びを支えてい
ると考えています」（安田教育長）

　全教科で実践されている探究型授業
は、子どもが学びの見通しを持ち、個

「問い」と「振り返り」で深い学びに導く
探究型授業を組織的に実践

事例 1

秋田県教育委員会
文部科学省「全国学力・学習状況調査」の開始以来、結果が常に全国上位に位置する秋田県。約 30 年前から、子ども同士
の対話を通じて学びを深める「秋田の探究型授業」を実践している。子どもの中で知識・技能が概念化されて生きて働く学力
となるよう、子どもの発した問いを基にめあてを設定するとともに、次の学びに活用することを意識した振り返りを行っている。

生活習慣も体力も全国上位。
良好な心身が学びの土台

子どもが発した問いを基に
めあてを設定

2015 年度に生活習慣や家庭学習の指針「秋田わか杉 七つの『はぐくみ』」
を策定し、学校・家庭・地域が一体となった「オール秋田」で子どもを
育成。2025 年 3 月策定の「第４期あきたの教育振興に関する基本計画」
では、「地域に根差したキャリア教育」と「“『問い』を発する子ども”の
育成」を重点課題に掲げ、関連施策を展開している。

人口　約 86 万 7,000 人　面積　１万1,637㎢
公立学校数　小学校 162 校、中学校 98 校、義務教育
学校３校、特別支援学校 14 校、高校 44 校　児童生
徒数　小学生約３万2,000人、中学校約１万9,000人、
高校約１万 8,000 人　教員数　約 6,000 人

自治体
概要

教育長

安田浩幸
やすだ・ひろゆき

秋田県教育委員会高校教育
課課長、秋田県立秋田高校
校長等を経て、2020 年４月
から現職。

義務教育課　学力向上・教育
情報化推進チーム
副主幹

佐々木修一
ささき・しゅういち

秋田県公立中学校教諭等を
経て、2025 年度から現職。

義務教育課　学力向上・教育
情報化推進チーム
チームリーダー

真崎敦史
まさき・あつし

秋田県公立中学校教諭等を
経て、2025 年度から現職。

義務教育課　学力向上・教育
情報化推進チーム
指導主事

矢吹  敦
やぶき・あつし

秋田県公立中学校教諭等を
経て、2021 年度から現職。

総合教育センター
研修チーム
主幹（兼）チームリーダー

藤谷　寛
ふじや・ひろし

秋田県公立小学校校長等を
経て、2026 年度から現職。

総合教育センター
教科・研究チーム
主幹（兼）チームリーダー

田口　牧
たぐち・つかさ

秋田県公立中学校教頭等を
経て、2025 年度から現職。

総合教育センター
研修チーム
主任指導主事

赤川嗣昭
あかがわ・つぐあき

秋田県公立中学校教諭等を
経て、2025 年度から現職。
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と集団の学びを通じて考えを深めるた
めの４つの基本プロセス（図１）から成
る。それらは必ずしも左から右へ１つ
ずつ進めるものではないと、義務教育
課学力向上・教育情報化推進チームの
真
ま

崎
さき

敦史チームリーダーは説明する。
　「基本プロセスは１コマの授業で完
結させなければならないものではな
く、単元全体の中で学習目標や子ども
の状況に応じて弾力的に展開されてい
ます。例えば、自分の考えを持って集
団で話し合った後、再度個人で思考を
深める場を設けたり、単元導入時に１
コマを丸ごと使って学習の見通しを持
たせたりする場合もあります」
　現在は、「“『問い』を発する子ども”
の育成」を掲げ、探究型授業のさらな
る充実を図っている。その手立ての１
つが、子どもが発した問いを基に単元
全体や１コマのめあてを設定すること
だ。同チームの矢吹敦

あつし

指導主事は、子
どもが必要性や課題意識を感じながら
学べるよう、子どものワクワク感を何
よりも大切にしていると語る。
　「先生方には、目指す子ども像を明
確にし、子どもが発する『問い』を想
定した授業づくりをお願いしていま
す。その上で、想定した『問い』が出
なくても本時のねらいを踏まえつつ、
子どもの言葉を生かしてめあてを設定
することや、『コンパクトでインパク
トのある導入』を合言葉に、導入に必
要以上に時間を割かず、必要な活動に
十分な時間をかけられるようにするこ
との大切さを伝えています」

　県教委では、子どもが自ら問いを発
し、学びが深まるよう、「振り返り」も
重視している。総合教育センター教科・
研究チームの田口牧

つかさ

主幹はこう語る。
　「一般的に振り返りは授業の終わり
に行いますが、振り返りを活用するの
は新しい単元や授業の導入時です。振

り返り時に習得した資質・能力を整理
できていれば、導入時にそれまでの振
り返りと新しい学習内容を結びつけ
て、『この時はどうなる？』といった
新たな問いや、『あの知識が使えるか
も』といった解決への見通しが生まれ
やすくなります。単元をまたいだ『学
びの連続性』も実感できるはずです」
　さらに、振り返りを学習内容のまと
めに終わらせず、学習の内容や方法を

「他の学習や生活で生かせるか」といっ
た視点で整理し、概念化することを目
指している。そのためには、授業や日
常生活で子どもを見取り、粘り強く支
援することが必要だと、同センター研
修チームの藤

ふじ

谷
や

寛
ひろし

主幹は語る。
　「『これはこう使える』などと、子ど
もが学んだことを自ら価値づけし、必
要性を感じて活用する経験を繰り返す
ことが、生きて働く学力や自己調整能
力の育成につながります。そのような
子どもを育てるためには、教科や日常
生活との結びつきを踏まえて、学習の
内容や方法が別の場面で応用できる機
会を単元計画に組み込むことが求めら
れます。それは難しく、想定通りに授
業が進まないことも多々ありますが、
概念化までを意識した単元計画の重要
性は先生方に繰り返し伝えています」
　振り返りではデジタル活用を推奨。
ある学校は、「既習事項とのつながり」
「これから生かしたいこと」といった
内容別に色を変えた付せんに入力さ
せて電子黒板で共有したり（写真１）、
次に役立つと自分が思う学習内容など
をクラウド上の「学びの宝箱」に蓄積
したりしている。デジタルであれば量
が多くても１か所に蓄積でき、いつで
も自分が学んだことを引き出せる。

　デジタル以外にも、振り返りの内容
を模造紙に書いて教室に貼ったり、小
型の可動式ホワイトボードに振り返り
を貼って教員が授業ごとに移動させた
りするなどの方法を提示している。

　同県の強みは、県内８地区＊４の授業
研究会や年次研修、指導主事の学校訪
問などを通じて、多くの教員が目指す
授業のイメージを共有できている点に
ある。そうした場では「対話」を大切
にしていると、同センター研修チーム
の赤川嗣

つぐ

昭
あき

主任指導主事は説明する。
　「2008年頃から、県の教員研修は指
導技術を評価する形から、参加者がア
イデアを出し合い、整理・分類しなが
ら単元計画や１コマの授業をつくる形
に転換しました。それが全県に普及し、
各校の授業研究においても教員が協働
で授業づくりをし、事後研究では改善
案を出し合うことが浸透しています」
　授業研究では、子どもから想定した
問いが出ない場合や学習内容から逸脱
した発言が出た場合の対応のあり方な
どについても、各自が考えや実践を出
し、共有し合う。そうした授業研究を

写真１　ある小学校は、端末の付せん機能を活用
し、振り返りを「分かったこと」（ピンク）、「参
考になった友だちの考え」（青）、「既習事項との
つながり」（緑）、「これから生かしたいこと」（黄）
と色分けして入力し、学級内で共有している。

＊４　秋田県には３つの教育事務所と５つの出張所がある。

学習の
見通しを
持つ

自分の
考えを持つ

集団（ペアや
グループ、学級）
で話し合う

学習の内容や
方法を
振り返る

４つのプロセスは弾力的に活用するものであるため、順序を示す矢印はつけていない。
※秋田県教育委員会の提供資料を基に編集部で作成。

別の場面での活用を意識して、
学習の内容や方法を概念化

「秋田の探究型授業」の基本プロセス図 1

協働で授業づくりを行い、
目指す授業のイメージを共有
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新採時から積み重ねるため、教員には
子どもの発言や発する問いを大切にす
る姿勢が身につき、目指す授業のあり
方の共通理解も図れるという。
　「授業づくりの段階で想定外の事態
への対応の仕方についても検討するた
め、例えば子どもから誤答が出ても、
『この答えについてどう思う？』など
と、教室全体の学びの機会にすると
いった、柔軟な対応を取ることが先生
方に浸透しています」（田口主幹）

　県教委は伴走型支援で実践的な授業
研究を後押ししている。2024・2025
年度に実施した「ＩＣＴを活用した授
業力向上事業」では、３校のモデル校
１校あたり２人の指導主事が担当とし
てつき、各校に年20回ほど訪問して
単元計画や授業づくりの議論に加わっ
た。時には指導主事もチーム・ティー
チングに加わって子どもの様子を間近
で見取るなど、現場とともに授業改善
を進めた。モデル校からは「指導主事
にすぐに相談できてよかった」「指導
主事が一緒に研究を進めてくれたのは
心強かった」といった声が上がった。
　「かつては指導主事が学校の実践を
評価していましたが、本事業では問い
の設定や子どもへの声かけなどについ
て指導主事が教員と一緒に振り返り、
どうすれば適切だったのかを考えま
す。私たち指導主事も、支援を通じて
授業がさらによくなり、子どもの表情
が生き生きと変化する場にいられたこ
とは大きな喜びでした」（矢吹指導主事）
　なお、授業研究会の運営面での準備
や実践の記録などは指導主事が担当
し、現場の負担軽減に努めた。
　

　県教委による明確な指針の発信も、

教員が目指す授業をぶれずにつくるこ
とに欠かせない。年２回行われる「全
県指導主事連絡協議会」には、県及び
市町村の教育委員会の指導主事等が教
科ごとに集まる。各指導主事が学校訪
問を通じて感じた成果や課題を共有す
るとともに、「全国学力・学習状況調
査」や県独自の学習状況調査＊５の結果
などを踏まえて、学校教育の方針と当
該年度の重点を示した「学校教育の指
針」を策定し、全県に発信している。
　現行の学習指導要領の実施時には、
「主体的・対話的で深い学び」と探究
型授業を結びつけて授業改善の方向性
を示した「A

ア キ タ ラ ク テ ィ ブ

kitaractive E
ア イ

ye」を作成。
さらに、「ＩＣＴを活用した授業力向上
事業」では、探究型授業で大切にして
きた暗黙知を、①授業を楽しむ、②必
要感などの10個の「授業力のキーワー
ド」（図２）という形式知として示し
た。学力向上・教育情報化推進チーム
の佐々木修一副主幹はこう説明する。
　「指導主事が学校訪問する際の視点
にして助言でき、校内の授業研究も先
生方が同じ視点を持って取り組みやす
くなりました。特に学校規模の縮小に
よって担当が１人の教科がある中学校
でも、例えば②必要感をテーマにすれ

ば、教科を超えて同じ視点で授業を見
取れるため、学校全体で授業研究を実
施できます（写真２）」
　次期学習指導要領を見据えた学校支
援も、これまで通り、現場が子ども主
体の授業ができるように支えていく。
　「議論が進んでいる次期学習指導要
領については、議論の資料を精読し、
教育の不易を土台にしつつ、時代に即
した授業の本質を重点化するものと理
解しています。私たち教育委員会の役
割は、そうした点を踏まえ、先生方が
安心してこれまでの実践を基盤とした
質の高い授業改善にまい進できるよう
に支えていくことです。これからも全
力で現場に寄り添っていきます」（真
崎チームリーダー）

写真２　「授 15 業力のキーワード」を活用した
校内の授業研究では、教員がそれぞれ見取りや声
かけなどについて自分の考えを付せんに書き、似
た内容をグループ化して、よかった点や課題を可
視化していった。

＊５　毎年、対象学年の悉
しっかい

皆で、小学４・５年生は国語、社会、算数、理科、中学１・２年生は国語、社会、数学、理科、英語の学力調査と、学習意欲等に関するアンケートを実施。

キーワードは単独で意識するだけでなく、かけ合わせれば他のキーワードの実現に向けた相乗効果を生み
出すことができる。例えば、❺ＩＣＴの活用×❿振り返りで❷必要感を生み出す、❸ねらいの明確化×❾言
葉かけで❼児童・生徒が主役となる、などだ。　　　　　　　※秋田県教育委員会の提供資料を基に編集部で作成。

❶ 授業を楽しむ
教員自身が授業を楽しんでいる。

❻ 見取る力
児童生徒や学級の状況を、表情やつぶやき、ノートやタ
ブレット等への記述内容から見取っている。

❷ 必要感
児童生徒が必要感を持って「解決したい」と
思えるように、導入の手立てを工夫している。

❼ 児童生徒が主役
児童生徒が自分で解決方法を見いだしたり、助け合った
りしながら学習を進めることができるように、教員の指
示や発話の量を調整している。

❸ ねらいの明確化
本時で何ができるようになればよいかを明確
にしている。

❽ コーディネート
分かっている・できている児童生徒が活躍するだけでな
く、困っている児童生徒の考え等も生かしながら、「分
かった」、「できた」につなげている。

❹ 学習習慣
発表の仕方、話の聞き方等の学習習慣が身に
つくように働きかけている。

❾ 言葉かけ
授業の様々な場面で、児童生徒の発言や頑張ろうとする
姿、挑戦する態度等を受容的に取り上げ、認める言葉か
けを行っている。

❺ ＩＣＴの活用
授業の様々な場面で、ＩＣＴ等の効果的で伝
わりやすい方法を児童生徒が選択して活用で
きるようにしている。

❿ 振り返り
本時の学びや自身の変容を自覚できるように、振り返り
の時間を確保している。

「授業力のキーワード」図 2

教委は伴走型支援で
現場とともに授業をつくる

キーワードを切り口に授業を
見取り、教科を超えて議論

特集	 シリーズ  次期学習指導要領を見据えた学校支援❶
	 資質・能力の構造化で見えてくる、 授業改善支援のあり方
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＊１　同校は 2026 年６月 26〜 28日に開催される「日本生活科・総合的学習教育学会　第 35回全国大会（福島大会）」の会場校の１つであり、６月 27日に公開授業・授業
研究を実施する予定。

　福島大学附属小学校は2024年度か
ら、「未知に挑む子ども」を「答えが１つ
ではない問いに向き合い、考え続ける
子ども」として授業研究に取り組んで
いる。「探究」を「一人ひとりの子ども
が答えが１つではない問いを持ち、目
的や状況を踏まえながら試行錯誤を重
ね、他者との対話や考察を通して最適
解や納得解を追究し続けること」と定
義。2025年度は、3〜6年生の「総合
的な学習の時間」（以下、総合学習）で
は各自が設定した課題に取り組む個人
探究を、各教科では最適解・納得解の
追究を軸とした授業を展開してきた。
　例えば４年生の国語では、百人一首
の和歌を題材に昔の人と現代の人のも
のの見方や感じ方の共通点・差異点を
見いだす活動を行った。和歌の単元に
おける４年生の目標は、言葉の響きや
リズムに親しむことだが、５年生の目
標である「昔の人のものの見方や感じ
方を知る」という概念化を見据えて本
単元を設計した（Ｐ.９図１）。
　まず、単元の導入で秋を題材にした
２首の和歌＊２を読み比べた。すると子

どもから、「同じ秋でも一方は自分た
ちの感覚と似ていて共感できるが、も
う一方は詠み手の感じ方に納得できな
い」という声が上がった。そのずれを
起点に、子どもは自分が選んだ２首の
和歌に込められた詠み手の思いや詠ま
れた風景を読み解いた。授業を担当し
た教育研究部部長の髙橋正

まさ

充
みつ

先生は、
自分と昔の人、双方のものの見方に着
目できるように言葉をかけたと語る。
　「子どもは恋を詠んだ歌に『相手を
思う気持ちが分かる』と共感するな
ど、どの時代にも共通する人間の普遍
的な感じ方もあれば、時代によって異
なる感じ方もあることを実感していま
した。その見方・考え方は、社会科に
おける歴史の学習などにもきっと役立
つことと思います」（髙橋先生）
　単元の終盤には自分が選んだ和歌の
意味を熱く語るなど、昔の人のものの
見方・感じ方を理解し、心から百人一
首を楽しむ子どもの姿が見られた。

　６年生の体育では、単元末のマット
運動発表会に向けて、子どもが自分で

計画を立てて活動する授業を行った。
体育科では「自分が運動して感じた問
いを基に取り組む」ことを大切にして
単元計画を練っている。本単元は、１・
２コマ目にマット運動の既習事項を振
り返り、教員が発表会のルールを説明
した後、８コマ目の発表会に至るまで
の５コマにおける活動をどう進めるか
を子どもが自ら決め、自律的に取り組
む形にした（Ｐ.９図２）。
　子どもは各自、「ロンダートができ
るようになりたい」「後転をよりなめ

＊２　「奥山に　紅葉踏み分け　鳴く鹿の　声聞く時ぞ　秋は悲しき」（猿丸太夫）と「秋風に　たなびく雲の　絶え間より　もれ出づる月の　影のさやけさ」（左
さきょうのだいぶあきすけ
京大夫顕輔）。

自ら問いを立て、学びを深める教科学習で
「未知に挑む」子どもを育む

事例2

福島県・福島大学附属小学校
2025 年度まで、「総合的な学習の時間」において子どもが自ら設定した課題に取り組む個人探究を実践してきた福島大学附属
小学校＊１。教科学習でも最適解・納得解の追究を軸にした授業を実践している。例えば４年生の国語では、和歌を題材に昔の
人のものの見方や感じ方を読み解く授業を、６年生の体育では、マット運動発表会に向けて自律して活動する授業を行った。

子どもが感じた「ずれ」を
起点に、和歌を読み解く

教育目標は「未来の可能性に向かって愛と英知をもち　たくましく前進する　創造性豊
かな人間の育成をめざす」。2024 年度から研究主題を「未知に挑む」として、教科学習
や「総合的な学習の時間」の研究に取り組む。2027 年４月、附属中学校と統合して義
務教育学校となる予定。

設立　1880（明治13）年　
児童数　約 610人
教員数　51人
学級数　20学級

学校
概要

副校長

青田伸一
あおた・しんいち

同校に赴任して２年目。

探究部部長

福永祐一郎
ふくなが・ゆういちろう

体育科。３学年担任。
同校に赴任して４年目。

教育研究部部長

髙橋正充
たかはし・まさみつ

国語科。１学年担任。
同校に赴任して５年目。

課題解決の方法や学び方を、
別の学びに転用する
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らかにする」などの課題を設定。自分
の動きをクラスメートに撮影しても
らって体の使い方を確認したり、手を
つく位置を試行錯誤したりしながら活
動に励んだ。発表会後の振り返りで、 
ロンダートは前方に勢いをつけるこ
とが大事」「前転のコツは、頭、背中、
お尻を順番にマットにつけること」 と
いった技のポイントが子ども同士で共
有されると、ある子どもが「回転系の
技はほとんどの技が勢いをつけること
が大事なのでは？」と発言。それに周
囲の子どもは深くうなずいた。授業を
担当した探究部部長の福永祐一郎先生
は、「個々の技の知識が共通する概念
へと統合された瞬間でした。その気づ
きが共有されたことで、他の子どもも
知識を概念化できました」と語る。
　さらに、年度末のサッカーの単元で
は、「小学校の体育の授業で学んだこ
とを振り返りながら学習を進める」こ
とを目標とし、単元の進め方やルー
ルの大部分を子どもたちの裁量に委ね
た。すると、子どもは「やってみない
と課題が分からない」と、まずは試合
を行い、「パスが苦手だから練習しよ
う」「空いたスペースをうまく使える
ように作戦を練ろう」などと、自ら課
題を見いだして活動に取り組んだ。
　｢マット運動で学んだ『課題を見つ
け、試行錯誤しながら自律的に取り組
む』という学習の進め方が、サッカー
という異なる単元に転用され、総合的
に発揮されていました」（福永先生）

　子どもが自分のものとした概念を他
の場面で活用する姿は、総合学習や他
教科でも見られた。例えば、総合学習
でドライヤーの製作に取り組んだ５年
生は、その仕組みを理解するために理
科の電気回路で学習したことを振り返
り、発展的な学習にも取り組んだ。４
年生の国語の授業では、１つのテーマ

から考えを膨らませる活動の際、「総
合学習で学んだマインドマップが使え
るのでは？」と子どもが提案し、思考
ツールを教科学習に生かしていた。
　「総合学習と教科学習が結びつくと、
子どもの中に教科を学び直したい、さ
らに深めたいなどと学習の必然性が生
まれたり、総合学習で身につけた汎用
的スキルを教科学習で活用したりしま
す。『これは別の学びでも生かせそう
だ』とアンテナが立つと、総合的な発
揮があらゆる場面で生じるものなのだ
と感じています。そのためには、子ど
も任せにせず、教員が指導性を発揮す
ることが欠かせません」（福永先生）
　同校では子どもに振り返りをタブ
レットに入力させ、教員がよいと思っ

た振り返りには印をつけて価値づけ
し、クラス全体で共有。また、「ほかに
どんな時に使えるかな」などと、意識
的に子どもに問いかけている。青田伸
一副校長は、「先生方は、子どもの『だっ
たら』や『ということは』など、思考
を展開する際に使われる言葉を拾い上
げ、その発言を価値づけてクラス全体
に広げています。それは、教科の枠を
超えて知識を統合するきっかけをつく
る、教員の重要な役割です」と語る。
　子どもが総合学習と教科学習を往
還する中で、双方の学びが深まると
いう相乗効果が生まれている同校。そ
うした確かな手応えと成果を受けて、
2026年度は教科探究を軸とする授業
づくりの研究に取り組んでいる。

特集	 シリーズ  次期学習指導要領を見据えた学校支援❶
	 資質・能力の構造化で見えてくる、 授業改善支援のあり方

•清少納言の気持ちは、現代のぼくでもよく分かります。なぜなら、自分がズルで突破し
た人が許せないからです。一方、紫式部は帰ってしまったことを月に例えていたけれど、
その気持ちがよく分かりませんでした。
•昔からある梅の花はずっと同じだけれど、人の心はすぐに変わってしまうという気持ち
が、今の人たちと同じだなと思った。
•今いる場所もいいけれど、ふるさとが恋しい。その気持ちは納得できる。なぜなら旅行
に行った時、何泊かすると懐かしいと思うから。

※図１・２ともに、福島大学附属小学校の提供資料を基に編集部で作成。

単元の問い　詠み手の思いに納得できる和歌や納得できない和歌があるのかな。

時 めあて 学習活動

１
単元の見通しを持ち、単
元全体の問いを見いだす。

秋を題材にした２首の和歌（猿丸大夫・左京大夫顕輔）を対比しながら
読み解き、詠み人のものの見方や感じ方の違いをクラス全体で共有する。

２
・
３
探究的に和歌の構造や内
容を読み取る。

現代語訳のある百人一首の一覧表を見て、関心を持った和歌を２首選び、
詠み手の気持ちや情景を想像したり、昔の人と現代の人のものの見方や
感じ方の共通点・差異点を考えたりしながら、内容を読み取る。

４
百人一首のかるた遊びをし
ながら、和歌を味わう。

グループに分かれて、百人一首のかるた遊びを行う。

５ 学習を振り返る。 単元の学習を通して気づいたことや考えたことをまとめる。

体育館に貼られた単元計画表には
空欄のコマがある。それは子どもが
自分で計画を立て、活動するといっ
た自律的な取り組みを意識できる
ようにするためだ。

単元目標　マット運動の技をつなげて、発表会をしよう。

時 めあて 学習活動

１
これまでの学
習を振り返る。

これまでに学習してきたマット運動の技や
動きに触れる。

２
発表会に向け
て、次時以降の
見通しを持つ。

単元末に行うマット運動発表会で使用する
器具やルールを教員が説明。自分がどんな
技を発表するかをイメージして次時以降の
計画を立てる。

３
〜
７

発表会に向け
て、自分で課
題を見いだし
て取り組む。

自分の能力に適した技や挑戦したい技を考
え、発表会に向けた活動をする。友だちと
見合いながら、技巧系や回転系の技を行う
ための課題や、技を連続してなめらかに行
うための課題を見いだして取り組む。

８
発表会で活動
の成果を披露
する。

マット運動発表会を行う。単元の学習を通
して大事だと思ったことや気づいたことな
どをまとめる。

読
み
取
っ
た

詠
み
手
の
気
持
ち

（
子
ど
も
の
記
述
例
）

４年生　国語「ことの葉タイムトラベル〜和歌の言葉から、昔の世界をのぞこう〜」図 1

６年生　体育「技をつないで　なめらか　マット運動」図 2

教員の価値づけや声かけが
知識の統合や転移を促す
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＊１　同校では初等部は１〜５年生、中等部は６〜９年生としている。　＊２　2026 年度は１〜８年生が在籍。

　愛知県瀬戸市は、名古屋市の中心部
から電車で約40分の場所に位置する。
私立瀬戸SOLAN学園は、「グローバル
シチズンシップの育成」を建学の精神
に掲げ、目指す子ども像に「自立し、自
律した学習者」を据えて2021年４月、
その地に開校した。創立者の長尾幸彦
理事長は開校への思いをこう語る。
　「先行きが不透明な現代においては、
他者から知識を与えられ、覚えるので
はなく、主体的に学び、生涯にわたって
成長し続けられる力を子どもたちに育
みたいと考えました。その目標の達成
に向けて、既存の枠組みにとらわれず、
カリキュラムや指導体制、施設などは
すべて子ども目線でつくりました」
　同校は文部科学省の教育課程特例校
の指定を受け、子どもが自分の興味・
関心を起点とした課題に取り組む「個
人探究」を軸にカリキュラムを設計し
ている。学校づくりの中心を担う三宅
貴
き く こ

久子副校長は次のように説明する。
　「『自立し、自律した学習者』を育成
するためには、自分で課題を見つけ、
解決方法を導き出し、自ら調整しなが

ら取り組む『個人探究』が必須だと考
えました。現行の制度下で個人探究を
最大限充実させるためにはどうすれば
よいか、皆で議論を重ねてカリキュラ
ムを設計しました」
　具体的には、学習指導要領で育成が
求められている資質・能力を「教科固
有のもの」と「汎用的なもの」に分け
た上で、「習得」「活用」「探究」の学
びの段階に整理し、さらに学習対象や
学習目標などの視点から「５つの学習
様式」に分類した（Ｐ.11図１）。
①スキル・リテラシー　漢字や計算、
考える技など、すべての学習基盤とな
る知識・技能を習得する。
②教科基盤学習＋活用　覚えた知識・
技能を教科の文脈に沿って活用し、概
念的知識や手続き的知識を習得する。
③教科探究（教科型プロジェクト）　
教科の見方・考え方を働かせながら、
概念的知識や手続き的知識を活用する
発展的な課題に取り組む。
④チーム探究（教科横断型プロジェク
ト）　各教科で習得した資質・能力を
総合的に発揮して社会課題などに取り
組む。
⑤個人探究　自分の興味・関心を起点
とした課題に取り組む。

　５つの学習様式において重要なの
は、①〜③の教科学習と④・⑤の教科
を超えた探究学習とを行き来しながら
学ぶことにあると、三宅副校長は語る。

教科学習と探究学習との行き来により、
資質・能力の習得と、それらの総合的な活用を図る

事例 3

愛知県・私立瀬戸S
ソ ラ ン

OLAN学園初等中等部＊１

「自立し、自律した学習者」の育成を掲げて 2021 年４月に開校した愛知県・私立瀬戸 SOLAN 学園。資質・能力の習得と、そ
れらを総合的に活用する探究学習とを行き来しながら学びを深めていく「５つの学習様式」を開発し、子どもが自分の興味・
関心を追究する「個人探究」を軸とした独自のカリキュラムを設計している。

「５つの学習様式」を基に
授業をデザイン

愛知県瀬戸市の公立小中一貫校の開校に伴って閉校した中学校の跡地を利用
し、2021 年４月に小学校を開校。2025 年４月に中等部を併設して小中一貫
校となる。教育課程特例校の指定を受け、探究学習を軸にしたカリキュラム
編成や、日本人教員と外国籍教員による２人担任制など、独自の教育を展開。

設立　2021（令和３）年
児童生徒数　約 440 人＊２

教員数　65 人（うち外国籍教員 22 人）
学級数　19 学級

学校
概要

理事長兼校長

長尾幸彦
ながお・ゆきひこ

教育情報化コーディネータ１
級として、全国の教育委員会
のコンサルタントを担当した
経験を基に同校を設立。

理事長室長

横尾圭二
よこお・けいじ

私立中学校や高校の教員を
経て、2022 年度に着任。

副校長

三宅貴久子
みやけ・きくこ

公立小・中学校教員、関西大
学初等部教員等を経て、開
校の準備段階から着任。

２年生担任

樋口万里子
ひぐち・まりこ

新卒採用で着任し、現在４年
目。

教科学習と探究学習との
行き来が、学びの原動力
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　「本校では１年生から④チーム探究
や⑤個人探究を行います。学びもス
ポーツと同じで、知識・技能を覚える
練習だけでは子どもは伸びません。覚
えた知識・技能を発揮する試合をして
こそ真に身についた力が分かり、自分
には何が不足しているかが実感できる
ため、教科学習にも主体的に取り組む
ようになります。教員も個人探究での
子どもの姿を見取り、教科学習や個別
支援に生かしています」
　２年生担任の樋口万里子先生は、個
人探究が教科学習に取り組む意味を見
いだす機会になっていると語る。
　「ある１年生が『探究の時間に本を
ここまでしか読めなかった。１年生の
間にもっと読めるようになりたいか
ら、漢字の勉強を頑張る』と言いまし
た。自分の好きなテーマを深める学び
があることで、知識・技能の習得は『や
らされる学習』ではない、目的を持っ
た学びになっています」
　探究学習の基盤となる教科学習も丁
寧に指導している。①スキル・リテラ
シーは４年生までに集中的に身につけ
させ、５年生からは③教科探究の比率
を増やしている。
　「教科学習では、教科書の内容をペー
ジの順番通りにすべて教えるというよ
りも、教科書を教材の１つと考えて単
元計画を立てています」（樋口先生）
　一方で知識・技能の定着が不十分な

子どもには個別に支援している。１〜
３年生では個々の課題に応じたプリン
トを配布し、保護者と連携して家庭学
習の充実を図っている。４〜５年生で
は家庭学習に加えて、隙間時間や放課
後に10分程度のプリント学習に取り
組ませ、６年生以上では放課後補習を
週２回行い基礎学力を担保している。
　１コマの授業時間は学習内容に応じ
て弾力的に設定。集中力が求められる
①スキル・リテラシーを習得するため
の授業は15〜30分間とする一方で、
④・⑤の探究学習はじっくり取り組め
るように90分間としている。１コマ
の授業時間が複数あるため、時間割は
固定せずに週単位で作成し、子どもと
保護者に毎週配布している（図２）。

　個人探究は９年間を４段階に分けて
進めている。１・２年生（導入期）は自
分の興味・関心を見つけることを重視
し、３〜５年生（展開期）でその興味・
関心を深く追究する。６〜８年生（充
実期）では探究テーマを社会とつなげ、
社会貢献を視野に入れた活動を展開。
９年生（統括期）ではそれまでの活動
を振り返って論文にまとめることで、
自身のあり方や生き方を見つめ直す。
　個人探究は週１回で、子どもが活動

に没頭できるように２コマ続きの90
分間を確保している（Ｐ.12写真１・２）。
　「自分の興味・関心をとことん追究
できる環境だからこそ、子どもは主体
的になり、創造性を発揮します。探究
の過程で学年を超えた高度な内容に興

特集	 シリーズ  次期学習指導要領を見据えた学校支援❶
	 資質・能力の構造化で見えてくる、 授業改善支援のあり方

学習
様式 カリキュラムの構造 時間 学習の対象 資質・能力 学習の

主導者
到達
目標

期待する
児童生徒の姿

⑤
教
科
を
超
え
た

探
究
学
習

個人探究 創り出す 90 分 個人の興味・関心
課題解決力／自己調整力／
コミュニケーション／レジ
リエンス

子ども 全員違う
活動に没頭し、自ら学
習を創る

④
チーム探究（教科横断

型プロジェクト）
つなぐ 90 分

自然環境・地域・国
際などの社会課題

課題解決力／思考力・判断
力・表現力等／協働する力

子ども
教員

全員同じ
＋α

どの教科の知識・技能
を活用するかを考える

③

教
科
学
習

教科探究
（教科型プロジェクト）

使う
45 〜
90 分

教科の応用・発展的
な内容

課題解決力／思考力・判断
力・表現力等／学びに向か
う力、人間性等

教員 全員同じ
教科の文脈で教科の見
方・考え方を働かせて
いる

② 教科基盤学習＋活用 分かる
30 〜
45 分

教科の基礎・基本
知識及び技能／思考力・判
断力・表現力等／学びに向
かう力、人間性等

教員 全員同じ
教科に浸る、活動を通
じて学ぶ

① スキル・リテラシー
知る・
できる

15 〜
30 分

漢字／計算／考える
技など

知識及び技能 教員 全員同じ 記憶し、再生できる

２年生

5/13 5/14

8:45-
9:00 My Time My Time

１
9:10

〜

9:55
チーム探究

Team inquiry
Wonder Farmer

 Project

国語
たんぽぽのちえ②

2
10:00

〜
10:45

体育　P.E
体ほぐし運動

3
11:10

〜

11:55

English 
Let’s Explore

 Nature 

English 
Let’s Explore

 Nature 

4
12:00

〜

12:45

漢字 算数　Math
かけ算

７のだん書くスキル
Writing skill

給食・昼休み

5
13:40

〜

14:25

国語
たんぽぽのちえ①

漢字

情報ＩＣＴ

数　Numbers

6
14:30

〜

15:15

算数　Math
かけ算

６のだん

English 
Phonics Unit2 

掃除

15:30-
15:45 My Reflection My Reflection

「My Time」は子ども自身が活動内容を考え、そ
れに取り組む時間、「My Reflection」は１日 の学
校生活を振り返る時間だ。黄色の地色は探究学習
の時間。※瀬戸 SOLAN 学園初等中等部の提供資料を
基に編集部で作成。

※瀬戸 SOLAN 学園初等中等部の提供資料を基に編集部で作成。

５つの学習様式図 1

時間割（例）図2

興味・関心を追究できる環境が
主体性や創造性の発揮につながる
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写真１　調べものをする子どもや先生に相談する
子ども、友だちと話し合う子どもなど、各自の方
法で探究学習を進める。その一人ひとりに教員は
寄り添う。

写真２　下級生が自分の学習の参考にできるよう
に、探究学習を支える環境がデザインされた「ラー
ニングコモンズ」の壁や窓には、高学年の子ども
がまとめた個人探究のポスターを掲示。それを見
た下級生は自分の個人探究の参考にしている。

味を持ち、異なる領域に踏み込む中で
自分に足りないものに気づき、既習事
項に戻って学びを深める。その往還に
よって知識・技能が統合されて概念化
し、思考力なども総合的に発揮されま
す。それが自己を成長させ続ける力に
なると考えています」（三宅副校長）
　探究のテーマは多種多様で、例えば
８年生には、自校を社会に広くＰＲし
たいと校章入りのグッズ製作を計画す
る生徒や、地域活性化を目指して商店
街での親子参加型のイベントを企業と
連携して企画する生徒などがいる。
　探究のテーマが決まらなかったり、
途中で失敗したりして、探究が深まら
ないまま発表を迎える子どもがいて
も、教員は決して否定せず、子どもの
相談にとことん乗り、寄り添い続ける。
そうした支援を通じて、子どもはテー
マを熟考する重要性を学んでいく。あ
る８年生は、「昨年度設定したテーマ
は本当にやりたかったことからずれて
しまい、最後まで納得のいく探究がで
きなかった。今年度は考え抜いてテー
マを決めたい」と、失敗を糧に前を向
いている。
　同校では探究学習を資質・能力を総
合的に発揮する場と捉え、「課題解決
力」「自己調整力」「コミュニケーショ
ン力」「レジリエンス」の育成を目標
としている。そのため、毎時間の振り
返りでは、「何をしたか」「何を頑張れ
たのか」「何が難しかったのか」「次の
時間はどのようなことを頑張るのか」
を端末に入力し、写真などの学習の記
録も添付する。教員は入力内容と授業
での子どもの様子を照らし合わせて見
取り、次の支援に生かしている。
　また、同校が採用する４学期制＊３も、
子どもの学びを捉える上で大きな役割
を果たしている。横尾圭二理事長室長
は次のように説明する。
　「教員は３か月ごとに自身の指導を
振り返り、軌道修正をすることができ
ます。子どもにとっても、３か月ごと
に１〜２週間の休みがあることで、適

度にリフレッシュして各学期を元気に
過ごせます。長期休業中に生活リズム
を崩す子どももほとんどいません」

　同校の指導の理念や具体を教員間で
共有する場が週２回の校内研修だ。放
課後に１時間、全教員が集まり、火曜
日は「授業力向上」、木曜日は「探究」
「ＩＣＴ」「英語」をテーマに話し合う。
　「各教員が自分が実践していること
を共有し、具体的な指導方法や子ども
を見取る視点を学んでいます。また、
探究学習には教科書や指導書が存在し
ないため、子どもの具体的な姿を基に
議論することで、支援の内容を学べる
ようにしています」（三宅副校長）
　教職歴４年目の樋口先生は、「自分
が行った授業や活動の意図、見取った
子どもの様子などを言語化できる機会
が週に２回あり、それに対して他の先
生からアドバイスをもらえるのはとて
も勉強になります」と語る。
　探究学習の支援では保護者の存在も

欠かせない。同校は入試の合格規準の
１つとして、「保護者が建学の理念や
指導理念に共感し、パートナーとして
学校をともにつくっていこうとするこ
と」と明記している。そのため、有志
の保護者が「保護者サポーター」とし
て個人探究の授業に参加し、子どもの
相談に乗ったり、自身の専門知識を生
かしてアドバイスしたりしている。自
分の金融知識を生かして参加している
保護者サポーターは、「探究学習で思
考力が高まれば、子どもはいろいろな
場面で自立・自律して活動するように
なるのだと実感しました」と語る。
　教員や保護者の支援を受け、子ども
は自分の興味・関心をとことん追究し、
成果を誇らしく語る（図３）。そうし
た姿がすべての子どもで見られるよう
に、同校は今後も挑戦し続ける。
　「最初は自分の興味・関心が出発点
でも、探究を深める中で意識が自然と
外に向き、社会とつながります。今後
も個人探究を一層充実させて、社会で
大きく活躍する子どもを育てていきた
いと思います」（横尾理事長室長）

＊３　４〜６月が１学期、７〜９月が２学期、10 〜 12 月が３学期、１〜３月が４学期。学期間の休業は６月中旬に 10 日間、８月上中旬に２週間、９月下旬に１週間、年末年
始に２週間、３月下旬に２週間設けている。

８年生Ａさん　大好きな折り紙の魅力を伝
えようと「折り紙のアクセサリーの製作・
販売」に挑戦。デザイン性や軽量性を維持
しながら耐久性を向上させるために、理科
的な実験を重ねた。また、金融に詳しい保
護者サポーターに相談しつつ自分で価格を
設定。教科横断的な知識を活用し、子ども
主催の地域交流の場「SOLANフェスタ」で
の販売を実現させた。「利益が出てうれし
かった半面、製作に時間がかかったため、
手間に見合った価格設定や量産化、差別化
の難しさを痛感しました」と語り、それら
の克服を2026年度の探究のテーマとした。

８年生Ｂさん　海洋ゴミが生態系に悪影響
を及ぼす問題に対し、自分にできることは
ないかと考え、ゴミの再利用をテーマにし
た探究を始めた。次第にゴミの回収へと問
題意識が発展し、2026年度は海洋ゴミ回収
ロボットの製作に取り組む。昨年度はロボッ
トに詳しい先生に相談しながら、電気回路
や素材、プログラミングなどの知識を統合
し、試行錯誤して設計図を完成させた。現
在は実作段階に入り、「初めて目にする部品
は生成ＡＩの画像認識で調べ、コードの記述
も生成ＡＩに相談して参考にしています。入
手困難なパーツは３Ｄプリンターで作りま
した」と、デジタル技術も駆使して製作中だ。

特集	 シリーズ  次期学習指導要領を見据えた学校支援❶
	 資質・能力の構造化で見えてくる、 授業改善支援のあり方

週２回の校内研修で指導力
を磨き、指導の具体を共有

図３ 「個人探究」子どもの取り組み例

12

 教育委員会版  2026 Vol.1



＊プログラムの内容は変更になる可能性がございます。あらかじめご了承ください。　
＊本オンライン座談会へのご参加には、スマートフォン・タブレット・パソコンのいずれかが必要です。接続にかかる通信費用は、参加される方のご負担となります。

開催日時	 2026年7月21日（火）　16：50 〜17：50
形式	 オンライン（ZOOM）　　参加費　無料
主催	 ベネッセコーポレーション　 編集部
対象者	 教育委員会　部・課長、指導主事
プログラム（予定）
•石井英真教授　解説「生きて働く学力の育て方」
• 秋田県教育委員会　実践紹介「授業力のキーワード10とは？」　
•パネルディスカッション
＊オンライン座談会実施後のアーカイブ提供はございません。
＊お申し込みをされた方に、詳しい参加方法をご案内します。

問い合わせ先　 編集部　view21_since-1975@mail.benesse.co.jp

2026 年７月14 日（火）
参加申し込み締め切り

右記の２次元コード、
または下記URLから
お申し込みください。
https://enquete.benesse.ne.jp/
forms/o/we78d586d5/form

参加申し込み方法

教育委員会版の特集テーマと連動して開催しているオンライン座談会。今回の座談会のテーマは「授業改善の支

援」です。次期学習指導要領では、各教科等の目標・内容の一層の構造化が「知識及び技能に関する統合的な理解」と

「思考力、判断力、表現力等の総合的な発揮」を基に図られる見通しですが、それによって授業はどのように改善され

ることになり、その際、教育委員会にはどのような支援が求められるのでしょうか。 京都大学の石井英
て る ま さ

真教授による

解説とともに、学力・体力・生活習慣の各種調査で全国上位に位置する秋田県が取り組む「探究型授業」を紹介。両

者による座談会を通して、次期学習指導要領を見据えた授業改善支援のあり方を深めます。

7月21日（火）開催　オンライン座談会のご案内

登
壇
予
定
者 石井英真

いしい・てるまさ

京都大学　大学院
教育学研究科

教授

安田浩幸
やすだ・ひろゆき

秋田県
教育委員会
教育長

真崎敦史
まさき・あつし

秋田県教育委員会
義務教育課　学力向上・
教育情報化推進チーム

　チームリーダー

齋藤輝之
さいとう・てるゆき

ベネッセコーポレーション
VIEW next 編集部
小中領域担当責任者

モデレーター

参加対象
教育委員会
部・課長、
指導主事

藤谷　寛
ふじや・ひろし

秋田県総合教育センター
研修チーム

主幹（兼）チームリーダー

次期学習指導要領を見据えた学校支援

資質・能力の構造化で見えてくる、
授業改善支援のあり方
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森下　教育長に就任されて約１年が経
ちました。市の伝統を大切にしつつ、
新たな施策にも取り組まれていると
伺っています。
小坂　日本海に面した本市は、大陸文
化の玄関口として栄えてきました。地
域の伝統を重んじつつ、新しいものを
取り入れながら発展してきた、グロー
バル化の先駆けとも言えるまちです。
　そうした歴史的背景がある本市で、
教育において40年以上継承されてい
るのが「３Ｓ学習」です。それは１コ
マの授業を３つのステップで展開す
るもので、ステップ１は、始業と同時
に前時の計画に沿って動き出す「時間
になったらする仕事」、ステップ２は、
個別に課題を追究する「ひとりしらべ」
を経て、クラス全体で問いを深める
「みんなしらべ」を行う「新しい仕事」、
そしてステップ３は、次時の計画を
立てる「次時の計画」です（写真１）。
３Ｓ学習により、子どもは常に学びの

見通しを持って授業に臨んでいます。
森下　現在では全国の学校が「主体的・
対話的で深い学び」の実現を目指して
子ども主体で対話を大切にした授業を
行っています。小浜市ではそうした授
業を長年積み重ねてこられたのですね。
小坂　先日、「生き物の命」を題材に
した、小学３年生の道徳の授業を参観
しました。「ひとりしらべ」を経て「み
んなしらべ」の問いを立てる過程で、
教員が子どもの意見に対して「なぜ、
そう思ったの？」「もう少し具体的に
教えて」などと丁寧に問いかけたとこ
ろ、子どもから「後悔とは何だろう」
という問いが生まれ、哲学的な対話へ
と発展していったその様子を見て、非
常に感動しました。

森下　３Ｓ学習は小浜市が誇るべき教
育資産だと言えますね。
小坂　その通りです。しかし、伝統が
あるが故に型にはまることを心配する
教員もいます。そこで2025年度の「小
浜市学校教育方針」に、３Ｓ学習は授
業の基盤であることを明記しました。
　その上でさらなる進化を目指して
導入したのが、子どものための哲学
対話「ｐ４ｃ」＊１です。それは心理的安
全性が保たれた場で、参加者の「なぜ」
という内なる問い「ワンダー」を起点

に出し合った考えを深めていく手法で
す。教員や子どもがそうした対話を通
じて安心して考えを出し合えば、自分
が持っていた価値観が揺さぶられ、新
しい視点や考え方に気づくことが期待
できます。私は教員時代にアメリカの

全国の教育長に教育施策の立案の視点について尋ねる本コーナー。第14回は、高校教員時代に生徒が開発した
「宇宙食サバ缶」が数多くのメディアに取り上げられるなど、生徒主体・地域連携を軸に据えた探究学習に取り組んできた、
福井県小浜市の小坂康之教育長に、小浜市の教育をさらに進化させる施策やその背景にある思いについて、話を聞いた。

写真１　「３Ｓ学
習」のステップ
１とステップ２
の活動を示した

「３Ｓ黒板」。

40年以上取り組んできた、
子ども主体の「３Ｓ学習」

＊１　Philosophy for Children の略称。

伝統の「３
スリー

Ｓ
ステップ

学習」を哲学対話と教育ＤＸで進化
〜対話を大切にした子ども主体の教育をデザインする〜

福井県小浜市

小浜市教育委員会　教育長

小坂康之
こさか・やすゆき

2001年度、福井県立小浜水
産高校（現・若狭高校）に赴
任し、地域資源を題材に生徒
主体で進める探究学習に取り

組む。生徒とともに約14年かけて研究開発した
サバ缶は、高校生が手がけた製品としては初めて
宇宙航空研究開発機構から宇宙日本食に認証され
た。勤務の傍ら博士号（生物資源学）を取得。著
書に『さばの缶づめ、宇宙へいく』（共著、イースト・
プレス）。2025年４月から現職。

お話を伺った教育長

小浜市　概要

福井県の南西部に位置する、若狭地域の中
核都市。古くから日本海を隔てた対岸諸国
との交易を開き、日本海側屈指の要港とし
て発展。大陸からもたらされた文化や各地

の物産は「鯖
さば

街
かいどう

道」などを経て京都などに
運ばれた。豊かな水産資源を背景に「食の
まちづくり」を推進している。

人口　約２万 7,000 人　面積　233.11㎢
市立学校数　小学校９校、中学校２校
教員数　約 230 人　児童生徒数　約 2,130 人

株式会社ベネッセコーポレー
ション　学校カンパニー　小中
学校事業本部　義務教育支援
２課（西日本）　課長

森下芳行
もりした・よしゆき

聞き手

３Ｓ学習を基盤としつつ、哲学対話
や教育ＤＸで授業がさらに進化

その先先にあるもの
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大学で哲学対話を学び、それを高校の
探究学習に取り入れたところ、活動が
一層充実しました。そこで小・中学校
にもｐ４ｃを展開しようと考えました。
森下　地域の高校で成果が出た手法を
小・中学校にも取り入れることで、義
務教育から高校まで、一貫性のある連
続した学びの実現が期待できますね。
小坂　３Ｓ学習の進化に生かそうと、教
育ＤＸにも力を入れています。例えば、
協働学習アプリでクラス全員の考えを
リアルタイムに共有・比較すれば、対
話の質が向上します。紙面や口頭で伝
えるよりも効率的で、対話そのものや
思考の時間をより多く確保できます。
　また、学力調査や定期考査などの
データを詳細に分析し、それを子ども
の学力の向上につなげたいと考えてい
ます。私は教員時代に模擬試験などの
データの分析結果を基に授業改善や学
習指導を行い、生徒の希望進路の実現
を支援しました。小・中学校でも同様
に、テストの結果から子ども一人ひと
りのつまずきを可視化し、個々に寄り
添った支援を充実させていきます。
　そうした専門的なデータの分析を学
校や教育委員会が行うことには限界が
あるため、ビッグデータを持つ外部機
関との連携が必須です。英語について
は中学１年生と３年生で英語４技能検
定＊２を実施し、４技能ごとの到達度や
弱点などを分析して、生徒の学習改善
や教員の授業改善に役立てています。
森下　対話の手法を身につけた上で教
育ＤＸを活用して対話を促進し、デー
タなどの共通の話題があることで、対
話の質が高まると期待できますね。

森下　小浜市では、現場での豊富な経
験に基づいた、具体的で説得力のある
施策を推進されていると感じました。
小坂　私は市内の県立高校で、水産科
の教員として20年余り勤めました。本

市の豊かな水産資源を生かした探究学
習に取り組む中で確信したのが、学び
の基盤は「対話」であり、子どもこそ
が「教育の主体」であることです。
　教育長に就任した当初は、自分の経
験を現場に還元しようと意気込んでい
ましたが、いざ現場を訪れると、そこ
には既に子ども主体の教育と対話を大
切にする土壌ができていました。私の
教育長としての役割は、本市が築いて
きた教育を改めて価値づけて実践を後
押しするとともに、時代に応じた進化
をさせることだと気づいたのです。
　今思えば、私が高校で接してきた生
徒も３Ｓ学習で育ちました。生徒が探
究学習に熱心だった原点が今、ようや
く分かった思いです。
森下　生徒の探究学習に対する熱量の
高さは、小・中学校での「ふるさと学
習」の経験もその要因の１つになって
いるのではないでしょうか。
小坂　おっしゃる通りです。小学校で
は近くの河川での川遊び安全教室（写
真２）や海辺の立地を生かした塩作り
などを実施しています。そうした五感
を使った体験学習が充実していること
も本市の強みの１つです。中学校は２
校とも、生徒が課題を設定する探究学
習に、３学年合同の縦割りの班で取り
組んでいます。地域の伝統の味を守る
ための商品開発や若者の地元就職率向
上を目指す地域企業の調査など、地域
に密着した課題を生徒は設定します。
その経験は高校での高度な探究学習に
つながると確信しています。

森下　今後の展望をお聞かせください。
小坂　次期教育大綱の策定には当事者
である子どもが参画すべきだと考え、
2025年度は小学生から大学生までが
一緒に語り合う「こども未来会議」を
３回開催しました（写真３）。その会
議で「幸せになるために必要な力は何
か」と子どもに問うと、「挑戦する力」
が最も多く挙がりました。そこで「挑
戦するためにはどんな環境が必要か」
と尋ねました。すると、「失敗しても茶
化されない」「難しそうでも応援して
くれる」といった声が返ってきました。
　そうした力や環境は大人の社会でも
必要なものではないでしょうか。私は
十数人の校長の下で勤めましたが、教
員や生徒の挑戦を見守り、失敗しても
フォローしてくれる校長がいる学校
は、学校全体が活気づき、生徒が大き
く成長していました。子どもが挑戦で
きる環境を学校がつくり、学校が挑戦
できる環境を教育委員会がつくる。そ
れが私たちの役割だと思っています。
　教育の目的は、子ども、教職員、地域
住民すべての「幸せ（ウェルビーイン
グ）」の実現にあると私は考えていま
す。教育委員会と学校は教育をともに
創造するパートナーです。子どもを真
ん中に、そして子どもにかかわるデー
タも真ん中に置いて対話を積み重ねる
ことで、小浜市の教育をより確かなも
のにしていきたいと思っています。

写真２　同市の小学校では地域をフィールドに五
感を使う体験学習が盛ん。写真は子どもの遊び場
である川での安全教室の様子。食育にも力を入れ
ており、調理を通して地域の食文化を学び、命を
いただくことへの感謝の心も育んでいる。

写真３　2025 年 12 月に開催された「第２回こ
ども未来会議」の様子。小学生から大学生までの
36 人の参加者が、市の教育目標を実現するため
に必要なことなどをグループで議論。意見をまと
め、グループごとに発表した。

その先先にあるもの

＊２　ベネッセが提供する、小・中学生を対象とした、タブレットで受検する形式のスコア型英語４技能検定「GTEC」。

小・中学校から高校へと
探究学習をつなぐ

子どもを真ん中に教育委員会
と学校が対話を重ねる
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森下　初めに、2026年４月にスター
トした「第４期未来をつくる堺教育プ
ラン」についてお聞かせください。
関　本市は「ひとづくり・まなび・ゆ
め」を教育理念としています。将来の
予測が困難な変化の激しい社会におい
て、未来を担うこどもたちが、どのよ
うな状況下でも広い視野を持ち、自ら
考えて判断し、他者と協働しながら未
来を切り拓く「それぞれの世界へはば
たく“堺っ子”」の育成に取り組んで
います。本プランは、これまでの活動
の成果を継承・発展させ、本市がめざ
すこども像・学校像・教職員像の実現
に向けた方向性や施策、目標を示した
ものであり、本市の教育における今後
５年間の羅針盤となります。
森下　プラン策定では、こどもや現場
の声を大切にされたそうですね。
関　プラン策定のコンセプトに掲げた

「市の教育を自分事として捉えること」
を実現するためには、市の教育に携わ
る人々が当事者として参画することが
大切であると考えました。特にこども
基本法の観点から、こどもたちが意見
を述べ、それを尊重するため、小・中
学校で受けたい授業や理想の学校など
についてこども同士が意見を交わす場
を設けました。その結果、「自分で計
画して学びを進めたい」「安全パトロー
ルの見守り隊の人たちがいつも見てく
れているから安心できる」といった、
率直な意見を聴くことができました。
　また、プラン策定にあたり、全校種

（幼稚園、小・中学校、高校、支援学
校）の教員と教育委員会の職員から成
るワーキンググループを設置し、１年
間にわたって対話を重ねました。「確
かな学力」「誰一人取り残さない教育」

「社会で支えるこどもの育ち」などを
テーマに議論し、そこで出た多様な意
見をプランに反映しました。
森下　同プランでは、初めて「こども
版」を作成されたと伺いました。
関　はい。こどもが自分の受ける教育
についてきちんと知り、考えることが
できるよう、プランの概要を平易な言
葉でコンパクトにまとめ、漢字にルビ
を振った「こども版」を作成しました

（写真１）。新たな試みでしたが、早速、
「大人にとっても分かりやすく読みや
すい」といったお声をいただき、手応
えを感じています。

　こどもに「未来を切り拓く力」を育
成するためには、学校・家庭・地域が
連携し、社会全体でこどもを支え、育
み、応援する観点も大切です。「こども
版」を通じてより多くの方がプランを
知り、本市の教育に関心を持ち、考え

全国の教育長に教育施策の立案の視点について尋ねる本コーナー。第15回は、こどもが自身の未来を切り拓く
「それぞれの世界へはばたく“堺っ子”」の育成に力を入れる大阪府堺市の関百合子教育長に、2026年４月にスタートした

「第４期未来をつくる堺教育プラン」の背景にある思いや特色ある施策、成果などについて話を聞いた。

写真１　出前授業を行った小学校において「こど
も版」を紹介したところ、「私たちの考えたこと
が未来をつくるって、とても素敵だなと思いまし
た」といった感想が寄せられた。

こどもが未来を切り拓く力を社会全体で育む
〜中学校区内の学校が１つのチームとなり、こどもの可能性を広げる〜

大阪府堺市

堺市教育委員会　教育長

関　百合子
せき・ゆりこ

1998年、文部省（当時）入
省。日本学術振興会ストラ
スブール事務所、滋賀県教
育委員会生涯学習課長・文

化課長、厚生労働省労働基準局政策課室長、独
立行政法人日本学生支援機構グローバル人材育
成部長、文化庁文化戦略官などを経て、2024
年4月から現職。

お話を伺った教育長

堺市　概要

大阪府で第２の人口と面積を擁する政令指
定都市。世界遺産の百

も ず
舌鳥・古

ふるいち
市古墳群や中

世の海外交易拠点としての歴史を有し、戦
後は近畿地方屈指の工業地帯へと成長。大
阪市に隣接する利便性の高い立地からベッ
ドタウンとしても発展するなど、現代的な
都市機能と豊かな歴史遺産を併せ持つ。

人口　約 80万人　面積　149.83㎢　市立学
校園数　幼稚園４園、小学校 92校、中学校
43 校、高校１校、支援学校４校　教員数　約
4,600人　園児児童生徒数　約５万8,900人

株式会社ベネッセコーポレー
ション　学校カンパニー　小中
学校事業本部　義務教育支援
２課（西日本）　課長

森下芳行
もりした・よしゆき

聞き手

その先先にあるもの

こどもや現場の意見を聴き、
プランに反映
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る機会が増えることを願っています。
森下　プランの内容には、どのような
特徴があるのでしょうか。
関　すべての施策を貫く基本的視点と
して、「ウェルビーイング」「教育ＤＸ」

「堺が進める『新たな学校のあり方』」
の３つを定めました。特に３つめは、
中学校区内の小・中学校を「学校群」
という１つのチームとし、各校が持つ
強みや資源を生かしながら自主的・自
律的な学校運営をめざす、本市独自の
新たな取り組みとなります。

森下　学校群は小・中の「縦のつなが
り」に加え、小学校同士の「横の広が
り」もある取り組みですね。
関　それが学校群の大きな特色です。

「横の広がり」である小・小連携は、
うれしいことに、施策を試行錯誤する
過程で予想以上の副次的効果を実感し
ています。学校群内の複数校の教員が
協働で授業づくりをしたり、複数校の
同学年が運動会の団体競技を一緒に練
習したりしています。例えば、綱引き
は大人数で迫力があって面白いなど、
こどもの数が減る中でも工夫して取り
組んでいます。円滑な合同活動に向け
たマネジメントの一例としては、小学
校間で時間割の時程や職員会議の実施
日をそろえた学校群もあります。
　「縦のつながり」の小・中連携では、
ある学校群の中学校が、群内の小学６
年生の保護者を対象に中学校生活のこ
とに加え、高校入試制度の説明などを
行いました。従来の枠組みを超えた挑
戦でしたが、平日の夕方の開催にもか
かわらず多くの保護者が参加し、「先
の見通しがもてて安心できた」といっ
た好意的な声が多く寄せられました。
森下　学校群は新たな挑戦だと思いま
す。どのように実践されていますか。
関　学校が具体的な活動や進め方をイ
メージできるよう、２年間のモデル事

業を基にした「参考事例集」や、施策
を進める背景や必要性を理解してもら
うための「取組指針」を作成し、広く
共有することにより、全中学校区での
円滑な実施につなげました。
森下　こどもからはどのような声が上
がっていますか。
関　「中学校に対する不安が減った」

「違う学校の友だちの意見が参考に
なった」「幼稚園で一緒だった友だち
と再会できてうれしかった」「中学生
が合同行事で親切に教えてくれて楽し
かった」といった声が上がっています。
　こどもたちが、未知の状況でもしな
やかに主体的に考え、広い視野をもっ
て判断し、他者と協力しながら「未来
を切り拓く力」は、多様な経験や地道
な教育実践を積み重ねて培われると考
えています。各校が教育資源を補完し
合い、共通の課題に協働で取り組むこ
とにより、こどもたちがより豊かに学
ぶための「最適解」を見いだすことを
期待しています。

森下　世界遺産の百舌鳥古墳群の雄大
さを体感できる気球体験や、茶の湯を
大成した千利休を生んだ地ならではの
茶の湯体験（写真２）など、市の魅力を
生かした体験学習も充実しています。
関　人の心を動かす力がある“本物” 
に触れる体験学習を通じて、自分が何
に関心があり、何をしたいのかを考え、
将来の夢を抱くきっかけにしてほしい

と思います。大阪・関西万博の時には
各国の大使館職員による出前授業を実
施しました。また、「日経STEAMシ
ンポジウム」に本市の小学校３校が
参加し、高校生に混じって探究学習の
ポスター発表を堂々とする姿は頼もし
かったです（写真３）。多様な年齢・
立場の人と接する経験は、こどもの可
能性をさらに広げてくれるはずです。
森下　教員採用においても、貴市はユ
ニークな取り組みをされていますね。
関　本市は教員採用に際して、授業や
学校行事の見学、給食の試食など、「学
校教育体験会」を2024年度から実施
しています。採用予定者を対象に入職
前のセミナーを開き、準備しておくこ
とを伝えるとともに、同期とのつなが
りを深める場を設けるなど、安心して
堺で先生となれるよう心がけていま
す。採用後は、キャリアパスを支援し、
先生方が働きやすさと働きがいを感じ
る職場環境の整備に努めています。
　教員が健やかであることは、教職と
しての専門性や創造性を高め、こども
たちに向き合い、よりよい教育を実践
する上で大切です。教員の笑顔はこど
もの安心につながりますよね。本プラ
ンの基本的視点の１つとした「ウェル
ビーイング」が、教員からこどもへ、こ
どもから家庭や地域へと広がり、社会
全体のウェルビーイングにつながって
いく。それが再びこどもを支え、育む、
応援する力となって還っていく。そう
した循環を確かなものとし、「それぞ
れの世界へはばたく“堺っ子”」の育
成に力を尽くしたいと思っています。

写真３　「日経STEAMシンポジウム」では、見
学に訪れた様々な人に小学生が探究学習の成果を
説明し、質疑応答も行った。１校がアドバイザー
特別賞を受賞（2025年８月）。

写真２　茶の湯体験を行うこどもたち。学校内だ
けでなく、登録有形文化財である茶室や文化観光
施設「さかい利晶の杜」に併設の茶室など、学校
以外の実際の茶室で行うことも多い。

その先先にあるもの

堺の魅力や“本物”に触れる
体験を、夢を抱くきっかけに

小・中の「縦のつながり」と
小・小の「横の広がり」を生む
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　新潟市立濁
にごり

川
かわ

中学校の石川大
だい

先生が
自己調整学習に着目したきっかけは、
観点別学習状況の評価の観点が「知識・
技能」「思考・判断・表現」「主体的に
学習に取り組む態度」の３つに整理さ
れたことだった。「３つの観点のうち、

『主体的に学習に取り組む態度』は、
粘り強い取り組みを行おうとする側面
と自らの学習を調整しようとする側面
の２つの側面から評価すると示されま
したが、『自己調整力』はどのように
すれば育成することができ、どう見取
ればよいのか、頭を悩ませていました」
と、石川先生は語る。
　当時、前任校で非認知能力の育成に
ついて研究していた石川先生は、学習
場面で働く自己調整力を「学習の目標
を立て、過程をモニタリングし、結果
を省察する力」と定義。自己調整力を
育成する鍵は「自分の現在地を理解す
ること」だと考えた。そのような状態
に生徒を導くことができる活動を模
索する中で、ある中学校の学習ポート
フォリオの取り組みを知った。それは、
単元の節目に生徒が自分の学びを記録
していくことで、その変化を可視化す
る取り組みだった。その取り組みにヒ
ントを得た石川先生は、単元の目標や

学習計画、振り返りを記録するシート 
「学習ログ」を作成（図１）。2023年
度から、担当する２・３年次の数学の
授業でシートの活用を始めた。

　「学習ログ」の表面の上段には、単
元で「身につけてほしい力」とそれを
評価する場面を３つの観点ごとに明
記（図１ 1 ）。また、下段の左側には、

「目標設定」（図１ 2 ）と「中間評価」
（図１ 3 ）の記入欄を設けた。そして、
下段の右側に「身につけてほしい力」
の伸びを可視化する「レーダーチャー

ト」（図１ 4）を掲載。「目標設定」「中
間評価」「振り返り」の各場面の自分
のレベルを記入することで、自身の成
長を視覚的に捉えられるようにした。
さらに裏面には、単元の学習内容のま
とめと振り返りの記入欄を設け、単元
を通した深い内省を促す構造とした。
　授業では、単元の導入時に「目標設
定」、中盤に「中間評価」、最後に「振
り返り」の場面を１時間ずつ設定。各
場面で「学習ログ」を活用することで、
生徒が授業や家庭学習での取り組みを
可視化し、自分で学びを調整するため
の３段階のサイクルを回せるようにし
た（Ｐ．２図２）。３つの場面の具体的な
流れは次の通りだ。
1. テスト結果に基づく「目標設定」
　「目標設定」ではまず、その単元の学
習に必要な既習事項が身についている
かを確認するための10分程度の「レ
ディネステスト」を実施している。レ
ディネステストは教員が作成するので

予測困難な社会であることを受け、自立した学習者を育成しようと、「自己調整学習」を取り入れる学校が増えている。そこで
今回は、自分の学びを可視化する「学習ログ」を活用することで、単元の学習の見通しを持ち、目標や家庭学習計画を立て、
取り組み後に振り返るサイクルを生徒自らが回せるようにすることを通じて生徒の自己調整力を育成している実践を紹介する。

※プロフィールは、2026年３月時点のものです。

データを基にした「目標設定」「中間評価」
「振り返り」のサイクルで、自己調整力を育む

新潟県　新潟市立濁
にごり

川
か わ

中学校

2学年主任

石川　大
いしかわ・だい

同校に赴任して2年目。

設立　1947（昭和22）年　
生徒数　192 人　学級数　８学級
教員数　20人

学
校
概
要

「主体的に学習に取り組む態度」
をどう育てるか

「学習ログ」を活用した
３段階のサイクル

「学習ログ」の表面図１

※石川先生の提供資料をそのまま掲載。

1

2

3

4

事例で読み解く！

自己調整学習・自由進度学習テーマ
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はなく、個別最適化された課題を提示
するＡＩドリル（ドリルパーク＊１）を
活用することで、教員に負担をかける
ことなく、生徒個々の定着度をリアル
タイムで確認できるようにした。
　生徒はテスト結果を基に、現時点の
レベルを「学習ログ」の中の「レーダー
チャート」に記入。「目標設定」の欄
には、「学習ログ」に記載されている

「身につけてほしい力」を踏まえて、「ど
んなことができるようになりたいか」

「そのために何（自主学習）に取り組
むか」を具体的に記入する。
　「私の授業では宿題を課さないため、
生徒自身が家庭学習の計画を立てま
す。『自分が設定した目標を達成する
ためには、何を使って、どれくらい学
習するか』という問いを生徒に投げか
け続けていると、最初は『ワークを頑
張る』としか書けなかった生徒も、次
第に『ワークに３周取り組み、仕上げ
にＡＩドリルの問題を解く』というよ
うに、行動目標を具体的に書けるよう
になります」（石川先生）
2. 軌道修正をする「中間評価」
　「中間評価」では、生徒は学習の進
捗を確認し、目標や行動を修正する。
まず、授業冒頭の約20分を使って「知
識・技能」の到達度を確認するデジタ
ルテスト（テストパーク＊2）を実施。
デジタル化によって自動採点が可能と
なるため、生徒は即座に結果を把握し
て、それを基に学習状況を振り返るこ
とができる。「学習ログ」の「中間評価」

の欄には、目標に対する授業や家庭
学習での取り組みを自己評価して記入
し、必要に応じて計画を修正する。そ
して、その時点でのレベルを「学習ロ
グ」の「レーダーチャート」に記入する。
3. 内省を深める「振り返り」
　「振り返り」では、授業冒頭に「思考・
判断・表現」の到達度を確認するため
のデジタルテストを実施。「中間評価」
と同様、テスト結果をすぐ確認し、自
分の伸びを数値で把握した上で振り返
りを記入する。振り返りを何度もする
うちに、「文字式も約分できると分かっ
た。特に割り算は分かりにくい。ケア
レスミスをなくすために、少しでも式
を簡単にしてから計算しようと思っ
た」などと、生徒は自分の学習状況を
メタ認知し、次の学習にどう生かすか
を言語化できるようになるという。
　また、「学習ログ」の裏面の「学び
のワードマップ」に単元の学習内容を
まとめることで、知識の構造化と俯瞰
的な理解を促している。

　取り組みの当初は、各場面で生徒が
「学習ログ」に記入する内容が感覚的
で、根拠に乏しいという課題が見られ
た。そうした中、2023年度に「目標設
定」のレディネステストとしてＡＩド
リル（ドリルパーク）を導入。さらに
2025年度に新潟市教育委員会のドリ

ルパークのモデル校としてデジタルテ
ストの活用を開始したことで、データ
を基に「中間評価」や「振り返り」もで
きるようになった。それにより、各場
面で行う自己評価が、テスト結果とい
う根拠に基づく、より確かな自己調整
の機会に進化したと、石川先生は語る。
　「自動採点の機能があるデジタルテ
ストの活用によって、テスト結果を見
てすぐに『中間評価』や『振り返り』に
取り組むことが可能になりました。生
徒の記入も『点数が低かった』といっ
た結果のみのものから、『この内容で
つまずいたから、次はこうする』といっ
た具体的な省察へと変化しました」
　デジタルテストの活用は、教員の授
業改善にも寄与している。石川先生は、

「中間評価」の時点でクラス全体の正答
率が概ね60％未満の場合は既習事項
の復習に重点を置いた導入や演習とし、
60％以上の場合は個別最適な課題や
思考を深める活動を行うなど、データ
を基に授業構成を柔軟に調整している。
　「デジタルテストの導入後は『自分
の感覚とデータの結果とのズレ』を重
要視しています。例えば、私から見て
数学が得意だと思っていた生徒の正答
率が低いと、すぐにその生徒に声をか
けます。以前は生徒の様子を見て判断
することしかできませんでしたが、今
はデータも根拠の１つとすることで、
生徒に対して客観的で、よりきめ細か
な支援ができるようになったと感じて
います」（石川先生）
　今回の実践は「競い争う『競争』か
ら、ともに創る『共創』へ」という濁
川中学校の教育方針とも合致してい
る。同校は長期休業中の宿題を廃止し
ており、学校全体で自己調整学習が定
着してきている。
　「３段階のサイクルは学習に限らず、
体育祭や定期考査など、学校教育のあ
らゆる活動において応用できます。生
徒が様々な活動でそのサイクルを回す
ことを通じて、自己調整力を高めてい
くことを期待しています」（石川先生）

＊ 1　ベネッセのタブレット学習プラットフォーム「ミライシード」に搭載された複数アプリのうちの１つで、個別最適な出題をするＡＩドリル。
＊ 2　「ミライシード」に搭載された複数アプリのうちの１つで、ＣＢＴ方式によって単元の到達度を確認できるデジタルテスト。

事例で読み解く！

ＩＣＴによって可能となった
根拠に基づいた自己調整

学びの３段階のサイクル図 2

※石川先生の提供資料を基に編集部で作成。

1 目標設定
•ドリルパークの課題配信
•学習ログの活用

3 振り返り
•テストパークの実施
•学習ログの活用

知識や技能の習得場面

知識や技能の
活用場面

2 中間評価
•テストパークの実施
•学習ログの活用
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学習での使用が多い中学生
　2015年から毎年実施している「子ど

もの生活と学びに関する親子調査」では、

2023年から生成ＡＩ（ChatGPTなど）の

使用に関する項目を追加した。今回はそ

の調査結果から、子どもの生成ＡＩの使

用の状況と意識について分析する。

　まず、学校外の学習における生成ＡＩの

使用率は、今回の調査では小学４〜６年

生は約10％、中学生は約30％、高校生は

約60％近くに達した（図１）。ここ１〜

２年間で使用率は急増しており、中高生

の値は本調査を開始した2023年のその

値の３倍を超えている。

　生成ＡＩの使用場面については、小学

４〜６年生では「学習以外（遊びなど）で

使う」が多かったが、中学１年生と３年生

では「学習で使う」が「学習以外（遊びな

ど）で使う」を上回った（図２）。その背景

には発達段階がかかわっていると考えら

れる。生成ＡＩは基本的には言葉による

指示を入力し、その回答を主に言葉で受

け取るツールだ。知らない言葉や分から

ない問題の解き方を尋ねて新しいことを

知ったり、対話を通じて考えを深めたり

することが求められる。そのため、学習で

抽象的な言葉の使用場面が増える中学校

段階以上で、より実用的な学習ツールと

して活用されているものと考えられる。

　一方、学校での生成ＡＩの使用頻度を

見ると、すべての学齢で「よくする」と答

えた割合は10％にも満たず、「時々する」

を合わせても中学３年生で25％だった

（図３）。学齢とともに使用頻度は上昇傾

向にあるものの、学校現場ではまだ生成

ＡＩの活用は進んでいないようだ。

図１ 学校外の学習における生成ＡＩ（ChatGPT など）の使用率の推移（2023 〜 25年）

図３ 学校での生成ＡＩ（ChatGPTなど）の使用頻度（2025 年）

図２ 学校外での場面別の生成ＡＩ（ChatGPT など）の使用率（2025 年）

４年生

５年生

６年生

１年生

２年生

３年生

よくする あまりしない 全くしない時々する

2.4 7.7 28.4 61.6

7.6 33.7 56.62.1

3.8 10.2 30.6 55.4

4.2 11.7 30.2 53.9

5.5 15.1 32.2 47.2

7.1 17.9 31.8 43.1
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小
学
生

中
学
生

４年生

５年生

６年生
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２年生

３年生
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注）数値は「月に１回以下」「月に２～３回」「週に１～２回」「週に３～４回」「ほぼ毎日」の合計（％）。
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学習以外（遊びなど）で使う
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注）数値は「月に１回以下」「月に２～３回」「週に１～２回」「週に３～４回」「ほぼ毎日」の合計（％）。

小
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６
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中
学
生
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高
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（未調査のため非表示）

注）学校でデジタル機器を全く使わない人を除く。

子どもの生成ＡＩの使用状況・
意識と学習意欲との関係
2022 年の ChatGPTの登場を機に、生成ＡＩは急速に浸透した。日常生活に欠かせな
い存在となりつつある中で、子どもは生成ＡＩをどのように使用しているのか。今回は生成
ＡＩの使用状況・意識と学習意欲についての調査結果から両者の関係をひも解いていく。

B e n e s s e 

R e p o r t

第 30 回

デ ータで
教 育を 読 む

学習における生成ＡＩの使用率は、学齢が上がるにつれて増加傾向1
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生成ＡＩに対する意識が学習意欲と関連
　子どもが学習ツールとして活用し始め

ている生成ＡＩは、子どもの学習意欲に

何か関連しているのだろうか。「生成ＡＩ

が進化すれば勉強する必要はない」とい

う問いに肯定的な回答（「とてもそう思

う」「まあそう思う」）をしたのは、どの

学齢も20〜25％程度だった（図４）。

　そこで、「生成ＡＩが進化すれば勉強す

る必要はない」と回答したグループと、

「生成ＡＩが進化しても勉強する必要はあ

る」と回答したグループに分け、学習意

欲とのクロス分析を行った。すると、ど

の学齢においても、「生成ＡＩが進化すれ

ば勉強する必要はない」のグループは「勉

強しようという気持ちがわかない」の肯

定率（「とてもあてはまる」「まああては

まる」）が高かった（図５）。さらに、学

習時間ともクロス分析を行ったところ、

「生成ＡＩが進化しても勉強する必要はあ

る」のグループの方が学習時間が長いと

いう結果が得られた（図６）。

　以上の結果から、生成ＡＩに対する意識

は学習意欲や学習時間に関連しているこ

とが分かった。生成ＡＩは便利なツール

だが、「それさえあれば勉強は不要」と

いった短絡的な思考に陥る危うさがあ

る。まだ生成ＡＩを使ったことがない子ど

もも含め、学校が主導して適切な活用方

法を示すことが求められる。生成ＡＩの

特性を理解した上での使用や、回答を吟

味する場の設定などとともに、活用の是

非について子ども同士で議論することも

有効だ。それらの取り組みは情報リテラ

シーを高めるだけでなく、生成ＡＩへの安

易な依存から脱却し、自律的な学習姿勢

の育成にもつながるのではないだろうか。

図４ 「『生成ＡＩ（ChatGPT など）が進化すれば勉強する必要はない』と思うか」への回答
（2025 年）
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図５ 生成ＡＩ（ChatGPT など）に対する意識と学習意欲の関係（2025 年）

図６ 生成ＡＩ（ChatGPT など）に対する意識と学習時間の関係（2025 年）

Benesse Report データで教育を読む

「生成ＡＩが進化すれば勉強する必要はない」と回答した子どもは 20％強2

データ解説

ベネッセ教育総合研究所
主任研究員

岡部悟志 おかべ・さとし 

本調査のほか、大学生を対象としたパネル調査（縦断調
査）にもかかわる。中でも、子どもから大人への移行段
階にある青年期の発達・成長プロセスに関心を持ち、研
究を進めている。

　　　「子どもの生活と学びに関する親子調査 2025」
東京大学社会科学研究所とベネッセ教育総合研究所が共同で立ち上げた「子ども
の生活と学び」研究プロジェクトによる調査。小学１年生～高校３年生までの親
子約２万組を対象に 2015 年から毎年実施。子どもの成長のプロセスとそれに影
響を与える要因を明らかにしている。本報告は 2025 年までの調査結果による。

◎詳細は下記ウェブサイトをご覧ください。

https://benesse.jp/berd/special/childedu/data/#oyako

出典
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齋藤　移住・定住を促す主要施策の１
つに「就職支援」がありますが、それに
関する施策で私が注目しているのが、
自治体による「奨学金返還支援制度」
です。地域に居住し、地域の企業で働
く人を対象に、大学等に在学中に借り
入れた奨学金の返還を自治体が一部
負担するという制度です。2024年度
の大学生（昼間部）の奨学金利用率は
51.1％＊１で、２人に１人が利用してい
ます。その多くが貸与型で、利用者が
多い日本学生支援機構の場合、借入総
額は１人あたり平均323万円＊２に上
ります。そのため、奨学金返還支援制
度がある自治体の企業は、学生にとっ
て有力な就職先候補になるはずです。
牧瀬　新卒で就職したばかりの人が限
られた給与から返還を続けるのは大き
な負担です。可処分所得の減少は、居
住地だけでなく、結婚や出産といった
人生の選択肢を狭める要因にもなりか
ねません。同制度は、地元出身者の定
着はもちろん、進学等で一度地域を離
れた若者のＵターン就職を後押しする
強力な材料になるでしょう。
　国も地方創生の一環として、自治体
が企業と協力して奨学金の返還を支援

する取り組みを推奨しており、2025
年度には47都道府県876市区町村が
実施しました（図１）。日本学生支援
機構が、従業員に代わって企業が機構
へ直接返還する仕組みを整えたこと
や、福利厚生費として法人税の減税や
所得税の非課税措置といった税制上
のメリットがあることから、従業員の
キャリア形成支援や福利厚生の一環と
して導入する企業も増えています。
齋藤　多くの自治体が地域の中小企業
への就職や地域への居住を条件とする
中、2025年11月に同制度を導入し
た静岡県静岡市は、市内の企業であれ
ば規模は問わず、居住地が市外の場合
でも支援対象としています。採用環境
の厳しさを受けて、市内の企業全体の
採用活動を支援する意思がうかがえま
す。市は同制度を、奨学金返還という
経済的負担の軽減を通じて若者の将来

牧瀬先生が教育×シティプロモーション
について解説した記事が、本誌 2023
年度 Vol.2 に掲載され
ています。右記の２次
元コード、または下記
URL からアクセスして
ご覧ください。
https://view-next.benesse.jp/view_
section/bkn-board/article16035/

への不安を和らげ、安心して働き続け
られる環境を支える取り組みと位置づ
けています。市は小学生の仕事体験や
高校生へのキャリア形成支援など、学
齢期の早い段階から仕事や働くことに
触れる機会づくりにも長年取り組んで
います。それらと併せて同制度を実施
することで、「キャリア形成を継続的
に支援する自治体」というメッセージ
が住民に伝わるはずです。
牧瀬　自治体の新卒採用時の支援はほ
かにも、都市部の大学への地域の採用
情報の提供や地域での就職活動支援な
どがあります。「子どもには地元に戻っ
てきてほしい」と願う保護者にとって
も、奨学金返還支援や地域の採用情報
の提供は非常に魅力的に映ります。そ
うした観点からも、各制度の周知を図
ることは、施策の成功や自治体への信
頼につながるでしょう。

日本都市センター研究室、地域開発研究所
研究部等を経て、2017年度から同大学勤
務。専門は自治体政策学、地域創生、地
域政策、行政学。全国各地のまちづくり

や政策形成にアドバイザーとしてかかわる。著書に、『牧瀬流
まちづくり　すぐに使える成功への秘訣』（経済調査会）等多数。

年度 2022 2023 2024 2025

実施した
地方公共団体数

36 都府県
615 市区町村

42 都道府県
717 市区町村

47 都道府県
816市区町村

47 都道府県
876市区町村

奨学金返還支援を
開始した人数（人）

10,865 11,859 15,260 ー

支援実績額（億円） 60.8 73.8 88.0 ー

図１ 地方公共団体における奨学金返還支援の取り組み状況
※内閣官房地域未
来戦略本部事務局
「地方公共団体に
おける奨学金返還
支援取組状況につ
いて（2025 年６月
１日時点）」を基に
編集部で作成。

聞
き
手

解
説
者

関東学院大学　法学部　地域創生学科　教授

牧瀬 稔 まきせ・みのる
VIEW next編集部
小中領域担当責任者

齋藤輝之
さいとう・てるゆき

高校、大学、行政、
社会人領域を担当
後、文教総研研究員
を経て2023年度よ
り現職。

＊１　出典は日本学生支援機構「令和 6年度学生生活調査」。　＊２　出典は日本学生支援機構「奨学金事業に関するデータ集」（2026 年１月）。2025 年３月に貸与を終了した奨
学金のみが対象。第１種奨学金あるいは第２種奨学金の貸与を受けた場合だけでなく、両方の貸与を受けた場合もすべて含めた貸与総額の平均。

若者の未来を拓く「奨学金返還支援制度」が
移住・定住促進の有力な材料に

解説

第7 回 奨学金返還支援 静岡県静岡市

先進事例紹介牧瀬先生解説

静岡市
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静岡市が2025年11月に奨学金返還支援事業補助金を導入したのは、若者が安心して働ける環境を整えてキャリア形
成を下支えし、市内の企業の採用活動や人材確保を支援することが目的だ。例年、奨学金を利用した新入行員が一定
数いる静岡銀行は、同様の制度を先行して2020年度から独自に実施。その結果、若年層の定着が進んでいるという。

　静岡市は2025年11月、従業員の
奨学金返還を支援し、一定条件を満た
す市内の企業に対して、その負担額を
一部補助する「奨学金返還支援事業補
助金」を始めた。同制度を利用する企
業の従業員は、市の補助と合わせて企
業から年間で最大18万円、最長６年
間、計108万円まで支援を受けられる。
　同様の制度は全国の自治体で導入が
進んでいるが、同市の制度には２つの
特徴がある（図２）。１つは企業の規
模を問わない点だ。補助額は大企業で
自社の負担額の２分の１（上限額１人
あたり年間９万円）、中小企業で３分
の２（上限額１人あたり年間12万円）
と差はあるが、多くの自治体が中小企

業のみを対象とする中、難波喬
たか

司
し

市長
の意向により、大企業も補助対象とし
た。静岡市経済局商工部商業労政課の
小林以

い つ こ

津子課長は、その経緯を次のよ
うに説明する。
　「自治体の支援は中小企業に重点が
置かれ、大企業には自助努力を求めが
ちです。しかし、規模や業種を問わず、
どの企業も採用に苦戦する今、難波市
長が『すべての企業を支援し、市全体
で採用力を高めていくべき』と判断し、
制限を設けない形にしました」
　もう１つの特徴は補助対象の従業員
の居住地や年齢を問わない点だ。多く
の自治体が「地域内居住」や「30歳まで」
といった条件を設けているが、同市は
市内の企業の正社員であれば、原則ど
こに住んでいても、何歳でも対象とす
る。それも市内の企業全体の採用活動
を支援するためだと、同市経済局商工
部商業労政課の岡村萌香主査は語る。
　「本市の企業には近隣地域から通勤
している従業員が大勢いるため、居住
地は問わないことにしました。また、
今や若者でも転職は一般的ですから、
中途採用者でも奨学金を返還中であれ
ば対象としました」
　制度開始時の説明会には約40社が
参加。2026年２月末時点で12社が
導入した。今後も同制度の周知を図り、
導入企業を増やしていく予定だ。

　同市は同制度の設計にあたり、若者
が安心して働き続けられる環境を整え
ることで、市内の企業の採用活動や人
材確保を後押しすることを重視した。
小林課長は次のように語る。

図２ 静岡市「奨学金返還支援補助金」  概要

補助対象者　本店・本社が市内にある企
業、及び本店・本社が市外にあるが、独
自の採用権限を持つ市内事業所に勤め
る正社員。企業規模、居住地、年齢は
問わない。ただし、市外勤務を前提とし
た、現地限定採用等の場合は除く

補助期間　最長６年間（72か月分）

補助額　中小企業：年間最大12 万円
期間内最大72 万円

大企業：年間最大９万円
　　　　期間内最大54万円

※静岡市の提供資料を基に編集部で作成。

若者の経済的負担を軽減し、キャリア形成を下支えする
ことで、市内の企業の採用活動・人材確保を支援
静岡県静岡市

企業規模や居住地は不問。
対象は市内企業の正社員

若者が安心して働ける環境づくりを
通じて、企業の採用力強化を支援

静
岡
市
　

概
要

静岡県の県庁所在地である政令指定都市。徳川家康公の城下町としての歴史や文化を有し、それらに基づいた多様な産業が発展。
3,000 メートル級の山々や水深 2,000 メートルの駿河湾など、起伏に富んだ自然を有する。

人口　約66万6,000人（2026 年２月末現在）　面積　1,411.93㎢　市立学校数　小学校81校、中学校43 校、高校２校　児童生徒数　
小学校約２万 7,900人、中学校約１万4,000人、高校約1,600人　教員数　約3,000人（市立学校数、児童生徒数、教員数は 2025
年５月１日現在）

静岡市　経済局
商工部商業労政課　課長

小林以津子
こばやし・いつこ

静岡市　経済局
商工部商業労政課
雇用・産業人材係　主査

岡村萌香
おかむら・もえか

静岡銀行
経営管理部　人事開発グループ
課長

松永双視
まつなが・そうし

お話を伺った方

静岡銀行
経営管理部　人事開発グループ

吉田英里
よしだ・えり

事例

 教育委員会版  2026 Vol.1

23

先進事例紹介牧瀬先生解説



　「全国的に人口減少が進む中、本市
の経済が発展していくためには、すべ
ての企業で次世代を担う従業員が活躍
することが不可欠です。しかし、優れ
た企業が多いのにもかかわらず、若者
への認知度が不十分なために採用に苦
慮している企業が少なくありません。
その課題に向けた施策を検討する過程
で、若者が奨学金の返還に大きな不安
を感じ、人生設計を立てにくい状況が
見えてきました。そこで、奨学金返還
という若者の経済的・心理的負担を軽
減し、 安心して働き続けられる環境を
整えることで、企業の人材確保・定着
につながる制度を目指したのです」
　同市は2025年３月末に独自の制度
の導入を決定。６月の補正予算で財源
を確保し、11月から運用を開始する
など、スピーディーに進行させた。
　制度設計時には市内外の大学生約
30人にヒアリング調査を実施。「制度
の有無だけでは就職先を決めないが、
有力な判断材料になる」「奨学金を借
りていなくても、制度があることで、
従業員を大切にする企業だと評価でき
る」といった回答があり、同制度は若
者への訴求力があることが分かった。
　また、市内の企業約30社へのヒア
リング調査では、制度自体には概ね賛
同を得られた一方で、中小企業から
は、「半額負担は厳しいが、３分の２
程度を市が補助するなら参加を検討し
たい」といった声が上がり、現実的な
状況がつかめた。
　「本市の制度は、企業が従業員に奨
学金返還支援を行い、その企業負担分
の一部について、市が企業に補助金を
交付するという仕組みにしました。企
業が従業員を直接支援する仕組みにす
ることで、従業員は会社への安心感や
満足度を高め、自社への帰属意識が向
上することが期待できます。それによ
り、支援期間終了後も離職することな
く、継続して活躍してくれると考えて
います」（岡村主査）

　そうした新たな施策の前から、同市
は小・中学生の仕事体験や高校生への
キャリア形成支援に関する取り組みな
どを10年以上にわたって継続してき
た実績がある。小学生に向けては、児
童が学ぶ・遊ぶ・つくるを体験できる
施設「静岡市こどもクリエイティブタ
ウンま・あ・る」において、「こども
店長」が運営する店の社員として商品
づくりや接客などの仕事をする、体験
型のイベント「こどもバザール」を実
施している（写真）。
　また、同市と静岡商工会議所が連携
し、市内の高校生を対象とする職業人
インタビューやインターンシップ、企
業研究なども実施している。
　「高校生の職業観を養うとともに、
市内の企業を知る機会にもしていま
す。2025年度は市内の高校９校によ
る、企業研究の合同発表会を実施しま
した。協力企業も来場し、発表の講評
やワークショップを通じて高校生と活
発に交流しました」（岡村主査）
　さらに、静岡市・静岡商工会議所・
静岡市内にある全日制高校26校の同

窓会が連携し、市内の企業を紹介す
る冊子「静岡で働こう。」を毎年製作。
卒業後３年以内の既卒者と高校生に
送付している（図３）。各企業の社員
が自身の仕事を紹介する「先輩社会人
からのメッセージ」には、可能な限り
26校の卒業生を起用。身近な先輩の
姿を通じて、各企業に親しみを持って
もらえるようにしている。
　「市外に進学した大学生が正月の帰
省時に、家族と将来について話し合う
きっかけになればと思い、冊子は毎年
12月までには届くようにしています。
企業の名前を知らなければ、その企業
は就職活動の選択肢に入りません。大
企業の間に埋もれてしまわないよう、
独自の媒体で企業の情報を届けること
を重視しています」（小林課長）

写真　子どもが店を運営して仕事体験をする「こ
どもバザール」は、土・日・祝日と長期休業中
に開催。市役所や銀行、ハローワーク、雑貨店、
ゲーム店など、様々な仕事を体験できる。

図３ 静岡市の企業情報を発信「静岡で働こう。Vol.13」

１つの企業に２分の１ページを割き、事業内容などとともに「先
輩社会人からのメッセージ」を掲載。できるだけ送付先の26
校の卒業生を登場させて、高校生や大学生が企業を身近に感じ
られる工夫をしている。2025年度は３万部を発行し、市内の
高校出身の大学生と市内の高校生などに配布した。

表紙のイラストは各校の在
校生の写真に変更できるな
ど、冊子を受け取った学生・
生徒の興味・関心を引く工
夫を取り入れている。

※静岡市の提供資料を加工して掲載。

市内の企業に関する情報誌を
市内高校の卒業生に直送
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　同市に先駆けて2020年度に奨学金
返済支援制度を導入したのが静岡銀行
だ。同行の80周年記念事業として、
地域に根差した人財の育成と雇用創出
を目的に新設した人事制度の１つで、
奨学金返済支援制度のほかにも、地域
スポーツ・文化活動団体の選手・団員
の正社員採用や大学に通学しながら就
業可能な高校卒業者の採用がある（図
４）。制度の発案者の１人である同行
経営管理部人事開発グループの松永双

そう

視
し

課長は次のように語る。
　「当行は毎年約180〜200人の大学
新卒者を採用しますが、導入当時、新
入行員に調査したところ、３割強が奨
学金を借り入れていることが分かりま
した。行員の経済的・心理的負担を取
り除き、安心して働ける職場環境を目
指して導入しました」
　同制度は、返済中の奨学金の残金を
共済組合で無利息で借り換え、併せて
返済支援金として毎年２万円、さらに
勤続３年で10万円、６年で20万円を
別途支給する。新卒時に同制度を利用
すると入行10年目まで支援を受けら
れるため、1人あたり最大50万円ま
で支給される。また、返済の据え置き
期間を最長5年間設け、入行直後は返
済を猶予するといった仕組みもある。

　「導入当時は奨学金の返済を支援す
る制度を設ける企業は少数でした。そ
れらの企業に話を聞くと、制度があっ
ても利用者が少ないといった課題も聞
かれました。そこで、利用者が支援の
メリットを感じ、安心して働けること
を目指して制度設計をしました」（松
永課長）
　導入初年度の2020年度は、パート
も含めた全従業員から利用者を募っ
たところ、85人の申し込みがあった。
以降、毎年20〜30人の新入行員が利
用し、６年間の累計で利用者は200
人を超えた。利用者の退職はほぼなく、
同制度が行員の定着にも寄与している
と考えられる。
　「企業説明会で本制度を紹介すると、
多くの学生が関心を示します。2026
年度の入行予定者では208人中35人
程度が利用する見込みです」と、同行
経営管理部人事開発グループの吉田英
里氏は説明する。
　大学に通学しながら就業可能な高校
卒業者の採用も、従業員のキャリア形
成において大きな意味を持つ制度だ。
経済的な理由等で大学への進学を断念
する高校生が少なくない中、総合職と
して雇用した上で大学の受験費用や学
費を負担し、テスト期間は勤務時間を
考慮するなど、就学を支援している。
　「採用した高校卒業者の大半が静岡
大学の夜間主コースに通っていて、学

業と仕事を両立できるよう、適宜仕組
みを見直しています。高校卒業者の採
用は毎年数人ですが、真面目で優秀な
人材を採用できています」（吉田氏）
　今後の展望について、松永課長は次
のように語る。
　「奨学金返済支援制度は導入から６
年が経つ今も他企業からの問い合わせ
が多く、関心の広がりを感じます。市
も25年度に支援制度を導入しました。
官民が連携して取り組むことで地域の
雇用を創出し、地域全体をよりよい方
向に進めていきたいと考えています」

静岡市の取り組みは単なる就職支援という「点」ではなく、学齢期から就業後までを「線」で結ぶ包括的な

キャリア形成支援のあり方を示していると感じました。静岡市の方々の当事者意識は高く、「若者がいない」

と嘆くのではなく、若者が戻ってきたくなる「理由」と「仕組み」を、スピード感をもって創り上げていま

した。その熱量こそが今、日本の地域社会に求められている最も重要なエッセンスなのかもしれません。

本
取
材
を
振
り
返
っ
て

奨学金返還支援制度を導入する自治体が増える中、今後の鍵を握るのは他自治体との「差別化」と施策の「持

続性」です。その中核を成すのが、まちへの愛着・誇りであるシビックプライド＊３の醸成と言えます。若者が「こ

のまちに住み続けたい」「地元に戻りたい」といった愛着を持ち、地域企業へと意識が向いた時、奨学金返

還支援制度は強力な「最後の一押し」となるでしょう。また、支援期間終了後の従業員の定着を確かなもの

にするにはシビックプライドに加え、働き続けたいと思える雇用環境の整備が不可欠になると考えます。

牧
瀬
教
授
の
視
点

図４ 静岡銀行　特色ある人事制度（概要）

奨学金返済支援制度
静岡銀行共済組合で奨学金の借り換え
（無利息）を行い、20年以内に返済する。
返済据え置き期間は５年間以内。返済
支援として、毎年２万円（入行後10年
目まで）、勤続３年で10万円、勤続６
年で 20 万円の最大 50 万円を支給す
る。なお、2026年度から支援金を最大
100万円まで拡大予定。

地域スポーツ・文化活動団体からの
正社員採用
地域を代表するスポーツ・文化活動団
体に所属する選手や団員の、活動並び
に就業の両立を支援する。

大学に通学しながら就業可能な
高校卒業者の採用
高校卒業者の採用に対して、銀行が大
学受験料と学費を負担し、大学夜間コー
スまたは通信制大学の受験支援。入行
後４年間は働きながら就学する。

※静岡銀行の提供資料を基に編集部で作成。

独自の奨学金返済支援など、
特色ある人事制度を新設

＊３　「シビックプライド」は、株式会社読売広告社の登録商標。
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